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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　システムであって、
　第２の物体に相対的に移動可能に取り付けられた第１の物体と、
　複数の干渉計であって、各干渉計が、入力放射から第１の波面及び第２の波面を導出し
、前記第１及び第２の波面を合成して前記第１及び第２の波面の経路間の光路長の差に関
する情報を含む出力放射を供給するように構成され、各干渉計が、前記第１の波面の経路
内に位置決めされ、且つ前記第１の物体上に取り付けられる反射素子であって、各干渉計
に対する反射素子が、他の干渉計に対する反射素子に対応する前記第１の物体上の異なる
位置に取り付けられる、前記反射素子を含む、前記複数の干渉計と、
　複数のファイバ導波路であって、各ファイバ導波路が、前記入力放射を対応する干渉計
に送出し、且つ前記出力放射を前記対応する干渉計から対応する検出器に導くように構成
される、前記複数のファイバ導波路と、
　前記対応する検出器に接続され、前記干渉計の少なくとも１つからの前記情報に基づい
て、各干渉計に対して、対応する前記第２の物体に対する前記第１の物体の自由度をモニ
タするように設定された電子制御装置と、
を備え、
　各干渉計に対する前記自由度が、前記第１及び第２の物体間の絶対変位である、システ
ム。
【請求項２】
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　各干渉計の前記入力放射が、約９００ｎｍから約１，６００ｎｍの範囲の波長を有する
、請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　各干渉計用前記入力放射が、約１，５００ｎｍから約１，６００ｎｍの範囲の波長を有
する、請求項１に記載のシステム。
【請求項４】
　各干渉計用前記入力放射が、異なる波長を有する、請求項１に記載のシステム。
【請求項５】
　各干渉計が、前記入力放射の経路内に位置決めされた光インタフェースを含み、前記光
インタフェースが、前記入力放射の第１の部分を反射して前記第１又は第２の波面を形成
するように構成される、請求項１に記載のシステム。
【請求項６】
　前記光インタフェースが、ファイバ導波路の表面である、請求項５に記載のシステム。
【請求項７】
　前記光インタフェースが、平面光インタフェースである、請求項５に記載のシステム。
【請求項８】
　前記光インタフェースが、透明素子の表面である、請求項５に記載のシステム。
【請求項９】
　前記表面が、前記入力放射の第２の部分を伝達して前記第２又は第１の波面を形成する
ように構成される、請求項５に記載のシステム。
【請求項１０】
　各干渉計が、前記入力放射を測定波面及び基準波面に分割するように構成されたビーム
分割器を含む、請求項５に記載のシステム。
【請求項１１】
　各ビーム分割器が、偏光ビーム分割器である、請求項１０に記載のシステム。
【請求項１２】
　各干渉計が、前記第１の波面が前記物体から１回だけ反射するように構成される、請求
項１に記載のシステム。
【請求項１３】
　各干渉計が、前記第１の波面が前記物体から２回以上反射するように構成される、請求
項１に記載のシステム。
【請求項１４】
　各反射素子が、逆反射体である、請求項１に記載のシステム。
【請求項１５】
　各反射素子が、鏡である、請求項１に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記干渉計の少なくとも１つについて、前記第１の波面が、前記反射素子から反射し、
前記反射素子が、前記第１の波面を受け取るように構成された表面を含み、前記表面が、
前記反射素子から反射する前の前記第１の波面の断面積より小さい寸法を有する、請求項
１に記載のシステム。
【請求項１７】
　前記干渉計の少なくとも１つについて、前記第１の波面が、前記反射素子から反射し、
前記反射素子が、前記第１の波面を受け取るように構成された表面を含み、前記表面が、
前記反射素子から反射する前の前記第１の波面の断面積より大きい寸法を有する、請求項
１に記載のシステム。
【請求項１８】
　前記干渉計の少なくとも１つが、前記それぞれのファイバ導波路から出現する入力放射
を成形するように構成された光学素子を更に備える、請求項１に記載のシステム。
【請求項１９】
　前記光学素子が、レンズである、請求項１８に記載のシステム。
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【請求項２０】
　前記レンズが、前記それぞれの光ファイバから出現する入力放射を視準するように構成
される、請求項１９に記載のシステム。
【請求項２１】
　前記レンズが、前記第１又は第２の波面を反射する表面を備える、請求項１９に記載の
システム。
【請求項２２】
　前記干渉計の少なくとも１つについて、前記第１又は第２の波面が、前記第１の物体に
て約０．２ｍｍ以下の直径を有する、請求項１に記載のシステム。
【請求項２３】
　前記レンズが、前記光ファイバから出現する光を集束するように構成される、請求項２
０に記載のシステム。
【請求項２４】
　前記反射素子が、集束された光の腰部に又は前記集束した光の腰部の近くに位置決めさ
れる、請求項２３に記載のシステム。
【請求項２５】
　前記入力放射を生成するように構成された光源を更に備え、前記複数のファイバ導波路
を介して前記干渉計に前記入力放射を送出するように構成される、請求項１に記載のシス
テム。
【請求項２６】
　前記光源が、広帯域光源を備える、請求項２５に記載のシステム。
【請求項２７】
　異なる波長の入力放射を前記広帯域光源から前記干渉計に伝達するように構成された複
数の光フィルタを更に備える、請求項２６に記載のシステム。
【請求項２８】
　各光フィルタが、前記複数の干渉計の１つに対応する、請求項２７に記載のシステム。
【請求項２９】
　前記広帯域光源が、発光ダイオード又は増幅した自然発光源である、請求項２６に記載
のシステム。
【請求項３０】
　前記光源が、レーザを備える、請求項２９に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記レーザが、分散フィードバックレーザである、請求項３０に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記光源からの放射を増幅して増幅された放射を前記干渉計に方向づけるように構成さ
れた増幅器を更に備える、請求項２５に記載のシステム。
【請求項３３】
　前記光源が、各々が異なる波長にて放射を生成するように構成される複数の光源素子を
備える、請求項２５に記載のシステム。
【請求項３４】
　更なるファイバ導波路を更に備え、前記複数のファイバ導波路及び更なるファイバ導波
路が、前記入力放射を前記干渉計に送出し、前記出力放射を前記干渉計から前記検出器に
送出するように構成されたファイバネットワークを形成する、請求項１に記載のシステム
。
【請求項３５】
　前記ファイバ導波路を介して、前記干渉計に光学的に結合された遠隔光空洞共振器を更
に備え、前記遠隔光空洞共振器は、光源から光を受け取り、受け取った光の第１の部分と
第２の部分との間の第２の光路長の差を導出し、前記第１および第２の部分間の位相を変
調し、前記第１および第２の部分を組み合わせて入力放射を供給するように構成され、第
２の光路長は、前記光源のコヒーレンス長よりも長い、請求項１に記載のシステム。
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【請求項３６】
　前記遠隔光空洞共振器が、第１の光路及び第２の光路を備え、第１及び第２の光路の間
で異なる光路を変えて、前記第１および第２の部分間の位相を変調するように構成された
素子を更に備える、請求項３５に記載のシステム。
【請求項３７】
　前記第１の物体が、光学部品であり、前記第２の物体が、前記光学部品が取り付けられ
るフレームである、請求項１に記載のシステム。
【請求項３８】
　前記第１の物体が、光学撮像システム内の光学部品である、請求項３７に記載のシステ
ム。
【請求項３９】
　前記光学撮像システムが、マイクロリソグラフィツールの投影レンズ部品である、請求
項３８に記載のシステム。
【請求項４０】
　前記光学撮像システムが、望遠鏡である、請求項３８に記載のシステム。
【請求項４１】
　前記第１の物体に結合されたアクチュエータを更に備え、前記アクチュエータが、前記
電子制御装置と通信しており、かつ、前記電子制御装置により判断された前記情報に基づ
いて前記第１の物体の位置を調整するように構成される、請求項１に記載のシステム。
【請求項４２】
　第２の物体に対する第１の物体の自由度をモニタする方法であって、
　光源から複数の干渉計に放射を方向づけるステップであって、各干渉計が、対応するフ
ァイバ導波路から前記放射を受光し、前記放射から第１の波面及び第２の波面を導出し、
かつ、前記第１及び第２の波面を合成して前記第１及び第２の波面の経路間の光路長の差
に関する情報を含む出力放射を供給するように構成され、前記各干渉計が、対応する前記
第１の物体上に位置決めされた素子であって、各干渉計に対する素子が、他の干渉計に対
する反射素子に対応する前記第１の物体上の異なる位置に取り付けられる、前記素子から
反射するように前記第１の波面を方向づけるように構成されるステップと、
　各干渉計からそれぞれの検出器に前記出力放射を方向づけるステップと、
　各干渉計に対して、対応する前記出力放射からの前記情報に基づいて、前記第２の物体
に対する前記第１の物体の自由度に関する情報を判断するステップと、
を備え、
　各干渉計に対する前記情報が、前記第１及び第２の物体間の絶対変位を含む、方法。
【請求項４３】
　２つ又はそれ以上の干渉計からの前記出力放射からの情報に基づいて、前記第１の物体
の２つまたはそれ以上の自由度に関する情報を判断するステップを更に備える、請求項４
２に記載の方法。
【請求項４４】
　前記干渉計の少なくとも１つからの前記出力放射からの前記情報に基づいて、前記第１
又は第２の物体に対する第３の物体の自由度に関する情報を判断するステップを更に備え
る、請求項４２に記載の方法。
【請求項４５】
　各干渉計に方向づけられた前記放射が、共通のファイバ導波路を介して方向づけられる
、請求項４２に記載の方法。
【請求項４６】
　前記情報が、前記第１の物体と第２の物体との間の変位の変動を含む、請求項４２に記
載の方法。
【請求項４７】
　モニタされた前記自由度に基づいて、前記第１の物体の位置を調整するステップを更に
備える、請求項４２に記載の方法。
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【請求項４８】
　モニタされた前記自由度に基づいて、前記第１の物体の位置に関する情報を出力するス
テップを更に備える、請求項４２に記載の方法。
【請求項４９】
　約５ｋＨｚ以上の速度で前記自由度に関する前記情報を更新するステップを更に備える
、請求項４２に記載の方法。
【請求項５０】
　前記出力放射が、前記対応するファイバ導波路を介して前記それぞれの検出器に方向づ
けられる、請求項４２に記載の方法。
【請求項５１】
　前記絶対変位に関する前記情報が、１ｎｍ以上の精度まで判断される、請求項４２に記
載の方法。
【請求項５２】
　システムであって、
　第２の物体に相対的に移動可能に取り付けられた第１の物体と、
　複数の干渉計であって、各干渉計が、入力放射から第１の波面及び第２の波面を導出し
、前記第１及び第２の波面を合成して前記第１及び第２の波面の経路間の光路長の差に関
する情報を含む出力放射を供給するように構成され、各干渉計が、前記第１の波面の経路
内に位置決めされた反射素子を含み、前記干渉計の少なくとも１つの反射素子が、前記第
１の物体上に取り付けられる、複数の干渉計と、
　複数のファイバ導波路であって、各ファイバ導波路が、前記入力放射を対応する干渉計
に送出し、且つ前記出力放射を前記対応する干渉計から対応する検出器に導くように構成
される複数のファイバ導波路と、
　前記複数のファイバ導波路を介して前記複数の干渉計に光学的に結合される遠隔光空洞
共振器であって、前記遠隔光空洞共振器は、光源から光を受け取り、受け取った光の第１
の部分と第２の部分との間の第２の光路長の差を導出し、前記第１および第２の部分間の
位相を変調し、前記第１および第２の部分を組み合わせて入力放射を供給するように構成
され、前記第２の光路長は、前記光源のコヒーレンス長よりも長い、前記遠隔光空洞共振
器と、
　前記干渉計の少なくとも１つからの前記情報に基づいて、前記第２の物体に対する前記
第１の物体の自由度をモニタするように構成された電子制御装置と、
を備え、
　前記第１の物体が、光学撮像システムの屈折素子又は反射素子であり、
　各干渉計に対する前記自由度が、前記第１及び第２の物体間の絶対変位である、システ
ム。
【請求項５３】
　前記光学撮像システムが、望遠鏡である、請求項５２に記載のシステム。
【請求項５４】
　前記光学撮像システムが、マイクロリソグラフィツールの投影レンズである、請求項５
２に記載のシステム。
【請求項５５】
　システムであって、
　第２の物体に相対的に移動可能取り付けられた第１の物体と、
　入力放射を供給するように構成された光源と、
　複数の干渉計であって、各干渉計が、入力放射から第１の波面及び第２の波面を導出し
、前記第１及び第２の波面を合成して前記第１及び第２の波面の経路間の光路長の差に関
する情報を含む出力放射を供給するように構成され、各干渉計が、前記第１の波面の経路
内に位置決めされた反射素子を含み、各干渉計の反射素子が、前記第１の物体上に取り付
けられる、複数の干渉計と、
　複数のファイバ導波路であって、各ファイバ導波路が、前記入力放射を対応する干渉計
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に送出し、且つ前記出力放射を前記対応する干渉計から対応する検出器に導くように構成
される、複数のファイバ導波路と、
　前記干渉計の少なくとも１つからの前記情報に基づいて、前記第２の物体に対する前記
第１の物体の自由度をモニタするように構成された電子制御装置と、
を備え、
　前記光源が、低コヒーレンス光源であり、
　各干渉計に対する前記自由度が、前記第１及び第２の物体間の絶対変位である、システ
ム。
【請求項５６】
　前記光源が、約１メートル以下のコヒーレンス長を有する、請求項５５に記載のシステ
ム。
【請求項５７】
　前記光源が、約１ｃｍ以下のコヒーレンス長を有する、請求項５５に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　本出願は、２００６年１月２３日出願の、「物体の位置及び方位をモニタするファイバ
センサシステム」という名称の米国特許仮出願第６０／７６１，３１４号と、２００６年
３月１５日出願の、「物体の位置及び方位をモニタするファイバセンサシステム」という
名称の米国特許仮出願第６０／７８２，７２２号と、２００６年８月３１日出願の、「物
体の位置及び方位をモニタするファイバセンサシステム」という名称の米国特許仮出願第
６０／８４１，４４２号の優先権を主張するものである。これら各出願の内容全体は、参
照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　多くの精密エンジニアリングシステムについては、長い期間、例えば、日単位、月単位
、又は、年単位さえにわたってｎｍレベルの公差まで物体の位置を測定することが必要と
されている。物体の動きの範囲は、小さい、例えば、任意の方向においてｍｍ未満である
場合があるが、安定性が得られるように能動サーボループで、かつ、制御された微調整に
備えるように制御するべきである。
【０００３】
　このような精密エンジニアリングシステムの一例は、最新のフォトリソグラフィツール
の投影レンズ（ＰＯ）部品である。ＰＯ部品の各種の例は、Ｊ．Ｒ．Ｓｈｅａｔｓ、Ｂ．
Ｗ．Ｓｍｉｔｈ共編「マイクロリソグラフィ：科学技術」、Ｍａｒｃｅｌ　Ｄｅｃｋｅｒ
社（ニューヨーク州ニューヨーク、１９９８年）で説明されている。ＰＯ部品としては、
光屈折ＰＯ部品、反射屈折ＰＯ部品、反射ＰＯ部品がある。
【０００４】
　このようなＰＯ部品においては、相対位置を測定する各種レンズ素子及びセルで構成さ
れるＰＯ部品を通して設置された各種センサと関連して動作する各種小型アクチュエータ
により、互いとの関係及び／又はＰＯ部品レンズセルとの関係で、各種レンズで構成され
た様々な副部品が保持される。これらのセンサは、例えば、「精密機械設計」、ニュージ
ャージ州エングルウッドクリフ、Ｐｒｅｎｔｉｃｅ　Ｈａｌｌ、１６２ページから１７３
ページ（１９９２年）において、Ａ．Ｈ．Ｓｌｏｃｕｍにより説明されているような符号
器デバイスとすることができ、かつ、位置フィードバック制御に使用されている。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本開示は、取付けフレーム又は別の光学部品に関する光学部品の位置など、別の構成部
品に対する１つの構成部品の位置をモニタするセンサ及びセンサシステムを特徴とする。
本センサシステムは、複数の受動干渉計光センサにより、１つ又はそれ以上の構成部品の
少なくとも１つの自由度を測定する。一般に、各センサは、１つの自由度に感応し、他の
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自由度には実質的に感応しない。各光センサは、光ファイバなど、少なくとも１つのファ
イバ導波路からの光により照射され、センサからの光信号は、少なくとも１つのファイバ
導波路により遠隔共通光源／検出器サブシステムに伝達される。光源／検出器サブシステ
ムは、全ての光センサにとって単一の光源となることができる。光は、波長同調可能な離
散的波長又は多重化された一連の離散的波長又はその両方とすることができる。
【０００６】
　特定の実施形態においては、光源／検出器ユニットは、２つの動作モードを有すること
ができる。１つのモードにおいては、光源／検出器ユニットは、随時必要とされると考え
られる絶対位置を判断するためにセンサについて絶対原位置を確立する。もう１つのモー
ドにおいては、光源／検出器ユニットは、位置制御サーボシステムに連続的なデータを供
給するために、高速、例えば、１ｋＨｚにて、物体自由度の任意の変化を測定する。セン
サ断熱化手段も設置される。
【０００７】
　一部の実施形態においては、センサは、動作モードを切り替える必要がなく、連続的な
、高速絶対距離測定結果を供給する。
　幾つかのタイプのセンサ、光センサ／検出器ユニット、及び光ファイバアーキテクチャ
を使用することができる。
【０００８】
　一般に、第１の態様においては、本発明は、第２の物体に相対的に移動可能に取り付け
られた第１の物体を含むシステムを特徴とする。本システムは、各々が、入力放射から第
１の波面及び第２の波面を導出し、かつ、第１及び第２の波面を合成して第１及び第２の
波面の経路間の光路長の差に関する情報を含む出力放射を供給するように構成された複数
の干渉計を含み、各々の干渉計は、第１の波面の経路内に位置決めされた反射素子を含み
、干渉計の少なくとも１つの反射素子は、第１の物体上に取り付けられる。本システムは
、複数のファイバ導波路及び電子制御装置も含む。各ファイバ導波路は、入力放射を対応
する干渉計に送出するか、又は、出力放射を対応する干渉計から対応する検出器に送出す
るように構成される。電子制御装置は、干渉計の少なくとも１つからの情報に基づいて、
第２の物体に関する第１の物体の自由度をモニタするように構成され、自由度は、第１及
び第２の物体間の絶対変位である。
【０００９】
　本システムの種々の実施形態は、以下の特徴及び／又は他の態様の特徴の１つ又はそれ
以上を含むことができる。例えば、一部の実施形態においては、各ファイバ導波路は、入
力放射を対応する干渉計に送出して、出力放射を対応する干渉計から対応する検出器に送
出するように構成される。各干渉計用入力放射は、約９００ｎｍから約１，６００ｎｍ（
例えば、約１，５００ｎｍから約１，６００ｎｍ）の範囲の波長を有することができる。
各干渉計用入力放射は、他の干渉計と異なる波長を有することができる。
【００１０】
　各干渉計は、入力放射の経路内に位置決めされた光インタフェースを含むことができ、
光インタフェースは、入力放射の第１の部分を反射して第１又は第２の波面を形成するよ
うに構成される。光インタフェースは、ファイバ導波路の表面とすることができる。光イ
ンタフェースは、平面光インタフェースとすることができる。光インタフェースは、透明
素子の表面とすることができる。表面は、入力放射の第２の部分を伝達して第２又は第１
の波面を形成するように構成することができる。一部の実施形態においては、各干渉計は
、入力放射を測定波面及び基準波面に分割するように構成されたビーム分割器を含む。各
ビーム分割器は、偏光ビーム分割器又は非偏光ビーム分割器とすることができる。
【００１１】
　各干渉計は、第１の波面が物体から１回又は２回以上反射するように構成することがで
きる。
　各反射素子は、逆反射体又は鏡とすることができる。
【００１２】
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　干渉計の少なくとも１つについては、第１の波面は、反射素子から反射することができ
、反射素子は、第１の波面を受け取るように構成された表面を含むことができ、この表面
は、反射素子から反射する前に第１の波面の横断面寸法より小さい寸法を有する。あるい
は、または、更に、干渉計の少なくとも１つについては、第１の波面は、反射素子から反
射することができ、反射素子は、第１の波面を受け取るように構成された表面を含むこと
ができ、この表面は、反射素子から反射する前に第１の波面の横断面寸法より大きい寸法
を有する。
【００１３】
　一部の実施形態においては、干渉計の少なくとも１つは、それぞれのファイバ導波路か
ら出現する入力放射を成形するように構成された光学素子を更に含む。光学素子は、レン
ズとすることができる。レンズは、それぞれの光ファイバから出現する入力放射を視準す
るように構成することができる。レンズは、第１又は第２の波面を反射する表面を含むこ
とができる。
【００１４】
　干渉計の少なくとも１つは、第１又は第２の波面は、第１の物体にて約０．２ｍｍ以下
の直径を有することができる。レンズは、光ファイバから出現する光を集束するように構
成することができる。反射素子は、集束光の腰部に又は集束光の腰部の近くに位置決めす
ることができる。
【００１５】
　本システムは、入力放射を生成するように構成された光源を含むことができ、本システ
ムは、複数のファイバ導波路を介して干渉計に入力放射を送出するように構成される。光
源は、広帯域光源を備えることができる。一部の実施形態においては、本システムは、異
なる波長の入力放射を広帯域光源から干渉計に伝達するように構成された複数の光フィル
タを含む。各光フィルタは、複数の干渉計の１つに対応することができる。広帯域光源は
、発光ダイオード又は増幅自然発光源とすることができる。光源は、分散フィードバック
レーザなど、レーザを含むことができる。本システムは、光源からの放射を増幅して増幅
放射を干渉計に方向づけるように構成された増幅器を含むことができる。光源は、各々が
異なる波長にて放射を生成するように構成される複数の光源素子を含むことができる。
【００１６】
　本システムは、更なるファイバ導波路を含むことができる。複数のファイバ導波路及び
更なるファイバ導波路は、入力放射を干渉計に送出し、かつ、出力放射を干渉計から検出
器に送出するように構成されたファイバネットワークを形成する。
【００１７】
　一部の実施形態においては、本システムは、干渉計に光学的に結合された遠隔光空洞共
振器を含む。遠隔光空洞共振器は、第１の光路及び第２の光路を含むことができ、かつ、
第１及び第２の光路の間で異なる光路を変えるように構成された素子を更に備える。
【００１８】
　第１の物体は、光学部品とすることができ、第２の物体は、光学部品が取り付けられる
フレームである。第１の物体は、光学撮像システム内の光学部品とすることができる。光
学撮像システムは、マイクロリソグラフィツールの投影レンズ部品又は望遠鏡とすること
ができる。
【００１９】
　本システムは、第１の物体に結合されたアクチュエータを含むことができ、アクチュエ
ータは、電子制御装置と通信しており、かつ、電子制御装置により判断された情報に基づ
いて第１の物体の位置を調整するように構成される。
【００２０】
　一般に、別の態様においては、本発明は、第２の物体に関する第１の物体の自由度をモ
ニタする方法を特徴とする。本方法は、光源からの放射を複数の干渉計に方向づけるステ
ップであって、各干渉計が、ファイバ導波路から放射を受光し、放射から第１の波面及び
第２の波面を導出し、かつ、第１及び第２の波面を合成して第１及び第２の波面の経路間
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の光路長の差に関する情報を備える出力放射を供給するように構成され、干渉計の少なく
とも１つが、第１の物体上に位置決めされた素子から反射するように第１の波面を方向づ
けるように構成されるステップを含む。本方法は、出力放射を各干渉計からそれぞれの検
出器に方向づけるステップと、干渉計の少なくとも１つからの出力放射からの情報に基づ
いて、第２の物体に関する第１の物体の自由度に関する情報を判断するステップとを含み
、情報は、第１及び第２の物体間の絶対変位を含む。
【００２１】
　本方法の種々の実施形態は、以下の特徴及び／又は他の態様の特徴の１つ又はそれ以上
を含むことができる。例えば、本方法は、２つ又はそれ以上の干渉計からの出力放射から
の情報に基づいて、第１の物体の２つまたはそれ以上の自由度に関する情報を判断するス
テップを含むことができる。本方法は、干渉計の少なくとも１つからの出力放射からの情
報に基づいて、第１又は第２の物体に対する第３の物体の自由度に関する情報を判断する
ステップを含むことができる。各干渉計に方向づけられた放射は、共通のファイバ導波路
を介して方向づけることができる。情報は、第１の物体と第２の物体との間の変位の変動
を含むことができる。
【００２２】
　本方法は、モニタされた自由度に基づいて、第１の物体の位置を調整するステップを含
むことができる。本方法は、モニタされた自由度に基づいて、第１の物体の位置に関する
情報を出力するステップを含むことができる。本方法は、約５ｋＨｚ以上（例えば、約１
０ｋＨｚ以上、約１００ｋＨｚ以上、約５００ｋＨｚ以上、約１ＭＨｚ以上）の速度にて
自由度に関する情報を更新するステップを含むことができる。出力放射は、対応するファ
イバ導波路を介してそれぞれの検出器に方向づけることができる。絶対変位に関する前記
情報が、１ｎｍ以上（例えば、０．５ｎｍ以上、０．１ｎｍ以上）の精度まで判断するこ
とができる。
【００２３】
　一般に、更なる態様においては、本発明は、第２の物体に相対的に移動可能に取り付け
られた第１の物体を含むシステムを特徴とする。本システムは、各々が、入力放射から第
１の波面及び第２の波面を導出し、かつ、第１及び第２の波面を合成して第１及び第２の
波面の経路間の光路長の差に関する情報を含む出力放射を供給するように構成された複数
の干渉計を含み、各干渉計は、第１の波面の経路内に位置決めされた反射素子を含み、干
渉計の少なくとも１つの反射素子は、第１の物体上に取り付けられる。本システムは、各
々が、入力放射を対応する干渉計に送出するか、及び／又は、出力放射を対応する干渉計
から対応する検出器に送出するように構成される複数のファイバ導波路を含む。本システ
ムは、干渉計の少なくとも１つからの情報に基づいて、第２の物体に関する第１の物体の
自由度をモニタするように構成された電子制御装置を含み、第１の物体は、光学撮像シス
テムの屈折素子又は反射素子である。光学撮像システムは、望遠鏡、又は、マイクロリソ
グラフィツールの投影レンズとすることができる。種々の実施形態は、他の態様の特徴の
１つ又はそれ以上を含むことができる。
【００２４】
　一般に、別の態様においては、本発明は、第２の物体に相対的に移動可能に取り付けら
れた第１の物体を含むシステムを特徴とする。本システムは、入力放射を供給するように
構成された低コヒーレンス光源、及び、各々が入力放射から第１の波面及び第２の波面を
導出し、かつ、第１及び第２の波面を合成して第１及び第２の波面の経路間の光路長の差
に関する情報を含む出力放射を供給するように構成された複数の干渉計を含み、各干渉計
は、第１の波面の経路内に位置決めされた反射素子を含み、干渉計の少なくとも１つの反
射素子は、第１の物体上に取り付けられる。本システムは、また、各々が入力放射を対応
する干渉計に送出するか、及び／又は、出力放射を対応する干渉計から対応する検出器に
送出するように構成される複数のファイバ導波路を含む。本システムは、干渉計の少なく
とも１つからの情報に基づいて、第２の物体に関する第１の物体の自由度をモニタするよ
うに構成された電子制御装置を含む。光源は、約１メートル以下（例えば、約１ｃｍ以下
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、１ｍｍ以下、０．５ｍｍ以下）のコヒーレンス長を有することができる。光源は、広帯
域光源とすることができる。本システムの種々の実施形態は、他の態様の特徴を含むこと
ができる。
【００２５】
　一般に、別の態様においては、本発明は、構成部品フレームを介して部品内に取り付け
られた１つ又はそれ以上の構成部品の位置をモニタするシステムを特徴とする。本システ
ムは、各々が構成部品の１つの自由度のみに感応する１つ又はそれ以上の受動干渉計セン
サを含み、各受動干渉計センサは、入力ビームから第１のビーム及び第２のビームを導出
し、第１の物体から反射するように第１又は第２ビームを方向づけ、かつ、第１及び第２
のビームを再合成して第１及び第２のビームの経路間の光路差に関する情報を備える出力
ビームを形成するように構成され、入力ビームは、光ファイバケーブルを介して照射部品
からセンサに送出され、出力ビームは、同じ又は異なる光ファイバケーブルを介して検出
部品に送出され、各センサについては、第１の物体又は受動干渉計センサは、構成部品フ
レームに装着される。
【００２６】
　本システムの種々の実施形態は、以下の特徴及び／又は他の態様の特徴の１つ又はそれ
以上を含むことができる。例えば、一部の実施形態においては、部品は、投影レンズ部品
である。
【００２７】
　照射部品は、入力ビームを受動干渉計センサに送出するように構成された光源を含むこ
とができる。光源は、レーザ（例えば、分散フィードバックレーザ）を含むことができる
。光源は、広帯域光源とすることができる。光源は、各々が異なる波長の光を生成するよ
うに構成された複数の光源素子を含むことができる。各光源素子は、レーザを含むことが
できる。一部の実施形態においては、本システムは、光源素子から光を受光し、かつ、光
を受動干渉計センサに送出するように配設された導波路に光を結合するように構成された
分波合波器を含む。
【００２８】
　この構成部品は、それぞれの受動干渉計センサから約１０ｃｍ以下（例えば、約１ｃｍ
以下）のところに位置することができる。
　各受動干渉計センサは、入力ビームの経路内に位置決めされた光インタフェースを含む
ことができ、光インタフェースは、入力ビームの第１の部分を反射して第１又は第２のビ
ームを形成するように構成される。光インタフェースは、光ファイバの表面とすることが
できる。光インタフェースは、平面光インタフェースとすることができる。光インタフェ
ースは、透明素子の表面とすることができる。表面は、入力ビームの第２の部分を透過し
て第２又は第１のビームを形成するように構成することができる。
【００２９】
　各受動干渉計センサは、入力ビームを測定ビーム及び基準ビームに分割するように構成
されたビーム分割器を含むことができる。各ビーム分割器は、偏光ビーム分割器とするこ
とができる。
【００３０】
　各受動干渉計センサは、第１のビームが物体から１回反射するように構成することがで
きる。あるいは、一部の実施形態においては、各受動干渉計センサは、第１のビームが物
体から２回以上反射するように構成することができる。
【００３１】
　各第１の物体は、それぞれの逆反射体及び／又は鏡（例えば、平面鏡又は曲面鏡）を含
むことができる。
　本システムは、光ファイバから出現する光を成形するように構成された光学素子（例え
ば、１つ又は複数のレンズ）を含むことができる。光学素子は、光ファイバから出現する
光を視準するように構成することができる。一部の実施形態においては、光学素子は、光
ファイバから出現する光を集光するように構成される。



(11) JP 5558005 B2 2014.7.23

10

20

30

40

50

【００３２】
　検出部品は、１つ又はそれ以上の受動干渉計センサからの出力ビームを受光するように
構成された検出器を含むことができる。検出器は、単一素子検出器とすることができる。
検出器は、対応する第１の物体から約２０ｃｍ以上離れたところに位置することができる
。検出器は、対応する第１の物体から約１００ｃｍ以上離れたところに位置することがで
きる。検出器は、構成部品から遠いところに位置決めすることができる。本システムは、
検出器に結合された電子プロセッサを含むこともでき、電子プロセッサは、受動干渉計セ
ンサの１つからの出力ビームに応答して検出器からの信号に基づいて、物体の位置に関す
る情報を判断するように構成される。本システムは、構成部品に結合されたアクチュエー
タを含むことができ、アクチュエータは、電子プロセッサを通信しており、かつ、電子プ
ロセッサにより判断された情報に基づいて構成部品の位置を調整するように構成される。
【００３３】
　各受動干渉計センサについては、第１のビームは、偏光するか、又は、非偏光とするこ
とができる。
　構成部品は、屈折構成部品（例えば、レンズ）、反射構成部品（例えば、鏡）、又は、
回折構成部品（例えば、回折格子）とすることができる。部品は、更なる構成部品を含む
ことができ、本システムは、他の構成部品の位置をモニタするように構成される。
【００３４】
　別の態様においては、本発明は、先のシステムを含むフォトリソグラフィツールを特徴
とする。
　一般に、別の態様においては、本発明は、フレーム内に取り付けられた複数の光学素子
と、各々が光学素子の１つとフレームとの間で光を方向づけるように配設された複数のセ
ンサと、光学素子とフレームとの間でセンサにより方向づけられた後に光を検出するよう
に構成される、投影レンズ部品から遠い場所にて位置決めされた複数の検出器を含む投影
レンズ部品を含むシステムを特徴とする。
【００３５】
　本システムの種々の実施形態は、以下の特徴及び／又は他の態様の特徴の１つ又はそれ
以上を含むことができる。例えば、本システムは、センサの少なくとも１つからの光を検
出器の少なくとも１つに方向づけるように構成された光ファイバを含むことができる。
【００３６】
　一般に、別の態様においては、本発明は、光学部品を備える投影レンズ部品に装着され
た干渉計と、干渉計に光を方向づけるように構成された光源と、干渉計から光を受光する
ように構成された検出器とを含むシステムを特徴とする。動作中、干渉計は、光源からの
入力光を受光して、出力光を検出器に方向づけ、出力光は、投影レンズ部品内の光学部品
の位置に関する情報を備える。本システムの種々の実施形態は、他の態様の特徴の１つ又
はそれ以上を含むことができる。
【００３７】
　一般に、別の態様においては、本発明は、投影レンズ部品においてフレームと、フレー
ムにより支持される光学部品との間で第１のビームを方向づけするステップと、第１のビ
ームを第２のビームと合成して出力ビームを形成するステップと、投影レンズ部品から遠
い場所にて位置決めされた検出器に出力ビームを方向づけするステップと、出力ビームに
応答して検出器からの信号に基づいて、光学部品の位置をモニタするステップとを含む方
法を特徴とする。本方法は、他の態様のシステムを使用して実行することができ、かつ、
他の態様の特徴を含むことができる。
【００３８】
　一般に、更なる態様においては、本発明は、構成部品フレームを介して投影レンズ部品
内に取り付けられた構成部品の位置をモニタするシステムを特徴とする。本システムは、
入力ビームから第１のビーム及び第２のビームを導出し、第１の物体から反射するように
第１又は第２のビームを方向づけ、かつ、第１及び第２のビームを再合成して、第１及び
第２のビームの経路間の光路差間の情報を備える出力ビームを形成するように構成された
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干渉計を含み、第１の物体又は干渉計は、構成部品フレームに装着される。
【００３９】
　本システムの種々の実施形態は、他の態様の特徴を含むことができる。一部の実施形態
においては、本システムは、各々がそれぞれの入力ビームから第１のビーム及び第２のビ
ームを導出し、それぞれの第１の物体から反射するように第１又は第２のそれぞれのビー
ムを方向づけ、かつ、第１及び第２のそれぞれのビームを再合成して、第１及び第２のそ
れぞれのビームの経路間の光路差間の情報を備えるそれぞれの出力ビームを形成するよう
に構成された更なる干渉計を含み、各干渉計については、それぞれの第１の物体又は干渉
計は、構成部品フレームに装着される。
【００４０】
　他の利点の中で、種々の実施形態は、フレーム内に埋設されたセンサシステムの一部が
相対的にコンパクトである、投影レンズ部品内の光学部品の位置をモニタするセンサシス
テムを含む（例えば、構成部品は、サイズは数平方センチ台である）。更に、種々の実施
形態は、エンドユーザ用途により規定された容積内に納まるように適合させることができ
る。例えば、種々の実施形態は、より大きなシステムの予め設計されたフレーム内に納ま
るように適合させることができ、第三者メーカは、自社システムの設計し直しがほとんど
ないか又は全くなく、センサシステムを利用することができる。
【００４１】
　一部が３波長結合空洞共振器ヘテロダイン法に基づく本明細書で開示する測定システム
は、絶対距離能力、完全に受動式のセンサアーキテクチャ、０．１ｎｍ分解能、高速（＞
５ｋＨｚ）を実現することができ、かつ、２０ｍｍ／秒を上回る目標速度を処理すること
ができる。
【００４２】
　種々の実施形態は、電気通信業界用に開発された各種構成部品を含み、各種システムは
、これらの構成部品の固有の信頼度から恩恵を受ける。センサ自体の種々の実施形態は、
構成部品数が少なく、対象外の自由度に沿った目標の動きには相対的に感応せず、堅牢で
あると共に粗悪な目標品質に強く、数量的に低コストである。更に、特定の実施形態にお
いては、使用センサ数よりも多いセンサチャンネルが利用可能であるので、余分なチャン
ネルを屈折計測定に使用することができる。
【００４３】
　一部の実施形態においては、センサシステムは、極めて安定している（例えば、センサ
は、月単位又は年単位の期間にわたって数ナノメートルの精度内まで物体位置を首尾一貫
して測定する）。特定の実施形態においては、センサシステムは、極めて信頼度が高い（
例えば、数年にわたるシステム故障の確率は、約１％以下など、非常に低い）。
【００４４】
　センサシステムは、低電源を使用してかつ光センサ自体にてワット損がほとんどなく、
相対的に効率的とすることができる。光センサでのワット損が低いと、結果的に、センサ
が取り付けられるシステムの熱崩壊がほとんど発生しないシステムとなることができる。
【００４５】
　センサシステムは、絶対原位置に初期化することができるセンサを含むことができ、ユ
ーザは、絶対距離をモニタすることができる。
　センサは、ＰＯ部品（例えば）で使用された場合には、ＰＯ部品に設置しやすいものと
することができる。
【００４６】
　センサは、熱変動には相対的に感応しないとすることができる。センサは、ＰＯにおけ
る熱変動に対する貢献度を最小のものとすることができる。
　センサシステムの全ての能動的構成部品（例えば、電気回路を含む構成部品）は、ＰＯ
部品から遠いところに位置することができ、その結果、電気回路加熱によるＰＯ部品での
熱変動が低減する。換言すると、本システムは、受動構成部品のみがＰＯ部品内に埋設さ
れるように構成することができる。
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【００４７】
　特定の実行例においては、センサシステムは、結合空洞共振器によるコヒーレンス走査
干渉分光法を用いる。結合空洞共振器によるコヒーレンス走査干渉分光法を用いる各種技
法の利点としては、相対的に低コスト、短いセンサ隙間、小さな絶対隙間不確実性、高い
分解能、平均的な測定速度を一般に挙げることができる。
【００４８】
　特定の実行例においては、センサシステムは、結合空洞共振器によるコヒーレンス走査
干渉分光法及びヘテロダイン干渉分光法を用いる。結合空洞共振器によるコヒーレンス走
査干渉分光法及びヘテロダイン干渉分光法を用いる各種技法の利点としては、平均したコ
スト、良好な構成部品可用性、短いセンサ隙間、小さい絶対隙間不確実性、高い分解能、
速い測定速度、良好なデータ経年評価を挙げることができる。
【００４９】
　特定の実行例においては、センサシステムは、結合空洞共振器による多重波長干渉分光
法及びヘテロダイン干渉分光法を用いる。結合空洞共振器による多重波長干渉分光法及び
ヘテロダイン干渉分光法を用いる各種技法の利点としては、低コストから平均的コスト、
良好な構成部品可用性、短いセンサ隙間、小さな絶対隙間不確実性、高い分解能、速い測
定速度、良好なデータ経年評価を挙げることができる。
【００５０】
　特定の実行例においては、センサシステムは、多重波長干渉分光法を用いる。多重波長
干渉分光法を用いる各種技法の利点としては、良好な構成部品可用性、小さいセンサ隙間
、平均的な絶対隙間不確実性、速い測定速度、良好なデータ経年評価を挙げることができ
る。
【００５１】
　特定の実行例においては、センサシステムは、掃引波長干渉分光法を用いる。掃引波長
干渉分光法を用いる各種技法の利点としては、平均的な構成部品可用性、平均的な絶対隙
間不確実性、平均的な分解能、速い測定速度、良好なデータ経年評価を挙げることができ
る。
【００５２】
　幾つかの文書が、参照により本明細書に組み込まれる。矛盾点がある場合、本明細書が
考慮される。１つ又はそれ以上の実施形態の詳細は、添付図面及び以下の説明で記載する
。他の特徴及び利点は、説明及び図面から、及び、特許請求の範囲から明らかになるであ
ろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５３】
　様々な図面中の同じ参照符号は、同じ要素を示す。
　図１を参照すると、２つのセンサ１１０及び１２０を含むセンサシステムは、投影レン
ズ（ＰＯ）部品１５０内のレンズ１４０のフレーム素子１３０の位置をモニタするように
配設されている。センサ１１０及び１２０は、ＰＯ部品１５０内に埋設され、それぞれ、
フレーム素子１１２及び１２２に装着されている。センサシステムは、光源と、検出器と
、信号処理電子品とを含む光源／検出器（ＳＤユニット）ユニットＳＤユニット１６０も
含む。ＳＤユニット１６０は、それぞれ、光ファイバ１１１及び１２１を介してセンサ１
１０及び１２０に、他の光ファイバを介して他のセンサに接続されている。動作中、ＳＤ
ユニット１６０は、ファイバ１１１及び１２１を介して、光源（例えば、レーザ又はＬＥ
Ｄ）からの光をセンサ１１０及び１２０に方向づける。ファイバ１１１及び１２１は、ま
た、それぞれ、センサ１１０及び１２０からの光をＳＤユニット１６０内の１つ又はそれ
以上の検出器に送出する。
【００５４】
　ＳＤユニット１６０は、また、サーボ制御装置１７０と通信しており、サーボ制御装置
１７０は、信号をＰＯ部品１５０内のアクチュエータ（例えば、圧電アクチュエータ）に
送り、アクチュエータは、ＳＤユニット１６０からの信号に応答して、ＰＯ部品内のレン



(14) JP 5558005 B2 2014.7.23

10

20

30

40

50

ズ１４０及び他の構成部品の位置を調整するように構成されている。
【００５５】
　センサ
　図２を参照すると、センサ１１０は、反射光学目標２１０及び出力結合器２２０を含む
。光学目標２１０は、フレーム素子１３０に装着され、出力結合器２２０は、フレーム素
子１３０に対する動きが可能であるフレーム素子１１２に装着されている。
【００５６】
　一般に、受動光センサは、センサに送出された光を測定波面及び基準波面に分割する干
渉計である。試験波面は、光学目標２１０に方向づけられて干渉計に反射する。基準波面
は、基準面から反射する。干渉計は、反射測定波面及び基準波面を再合成し、再合成され
た光は、その後、光ファイバに方向づけられる。合成波面同士が干渉して、２つの波面間
の光路差（ＯＰＤ）に関する情報を含む干渉図が生成される。センサシステムは、この情
報を使用して、受動光センサに対する光学目標の位置を判断する。
【００５７】
　光学目標の位置に関する特定の情報は、変化する可能性がある。一部の実施形態におい
ては、受動光センサと光学目標との間の位置の相対的変化を判断するだけで十分であり、
その場合、この情報は、各センサから受光された干渉光内の強度変動に対応する干渉信号
の位相の変化をモニタすることにより判断することができる。特定の実施形態においては
、予め確立された基準フレーム内の光学目標の絶対位置が望まれる。様々な方法を用いて
この情報を判断することができる。このような方法は、例えば、Ｌ．Ｌ．Ｄｅｃｋ著フー
リエ変換位相ずれ干渉分光法、Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｏｐｔｉｃｓ（応用光学）、第４２巻、
第１３号（２００３年５月）、及び、Ｃ．Ｅ．Ｔｏｗｅｒｓら共著多重波長干渉分光法に
おける全視野縞位相分析用時間効率中国の剰余定理アルゴリズム　Ｏｐｔｉｃｓ　Ｅｘｐ
ｒｅｓｓ、第１２巻、第６号（２００４年３月）において開示されている。
【００５８】
　一般に、センサシステムは、可視波長又は赤外線波長など、様々な波長にて動作するよ
うに構成することができる。一部の実施形態においては、センサシステムは、電気通信業
界で一般的に使用されている１つ又はそれ以上の波長にて（例えば、約９００ｎｍから約
１，６００ｎｍの範囲で）動作する。
【００５９】
　センサは、相対的に低電力のセンサとすることができる。例えば、各センサでの放射電
力（例えば、センサ端部にて各ファイバを出る放射電力）は、約１０ｍＷ以下（例えば、
約５ｍＷ以下、約４ｍＷ以下、約３ｍＷ以下、約２ｍＷ以下、約１ｍＷ以下、約０．５ｍ
Ｗ以下、約０．１ｍＷ以下）とすることができる。
【００６０】
　一般に、センサ１１０及び１２０の構成は、変化する場合がある。図３を参照すると、
一部の実施形態においては、目標２１０は、逆反射体３１０を含み、受動光センサ２２０
は、透過基準平面３２０（例えば、ガラス平面）及び視準レンズ３３０を含む。視準レン
ズ３３０は、ファイバ１１１からの発散光を視準して透過基準平面３２０を照射する。光
の一部は、透過基準平面３２０により反射されて、レンズ３３０によりファイバ１１１端
部上に集光される。ビーム３３１により示す光の一部は、透過基準平面３３０により透過
されて逆反射体３１０を照射する。逆反射体３１０は、光を受動光センサ２２０に向かっ
て光を反射する。この光は、少なくともある程度、透過基準平面３２０により透過され、
レンズ３３０により、ファイバ１１１端部に集光される。逆反射体３１０から反射した波
面は、透過基準平面３２０から反射した波面と干渉する。結果的に生じる干渉の位相は、
ＳＤユニット１６０にてモニタすることができ、受動光センサ２２０に対する逆反射体３
１０の相対位置に関する情報が得られる。
【００６１】
　図４Ａを参照すると、一部の実施形態においては、目標光学品のサイズは、受動光セン
サ２２０からの照射ビームの横断面寸法より小さいとすることができる。一例として、逆
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反射体４１０は、ビーム３３１より実質的に小さい。このタイプの構成は、照射の種々の
特性が、目標光学品が原位置から移動するときに目標光学品に対して名目上一定であると
いう点で有利であると考えられる。これにより、特定の所望の雑音レベルを達成するため
に必要な逆反射体波面品質に関する諸要件を軽減することができる。更に、このタイプの
構成は、それでも高次の干渉影響の誤差を相対的に小さく保ちながら干渉コントラストを
向上させることを可能にすることができる。
【００６２】
　一般に、目標反射体のサイズに対するビーム横断面寸法は、変化する可能性がある。一
部の実施形態においては、ビーム横断面寸法（例えば、直径）は、目標反射体のサイズと
比較すると相対的に小さいとすることができる。例えば、ビーム横断面寸法（少なくとも
１つの方向において）は、約０．２以下（例えば、約０．１以下、約０．０５以下、約０
．０１以下）×目標反射体のサイズである。
【００６３】
　特定の実施形態においては、ビームは、ビームが目標と接触する場合、相対的に小さい
横断面寸法を有することができる。例えば、少なくとも１つの方向におけるビーム横断面
寸法（例えば、直径）は、約０．５ｍｍ以下（例えば、約０．３ｍｍ以下、約０．２ｍｍ
以下、約０．１ｍｍ以下、約０．０５ｍｍ以下、約０．０４ｍｍ以下、約０．０３ｍｍ以
下、約０．０２ｍｍ以下、約０．０１ｍｍ以下）とすることができる。一部の実施形態に
おいては、少なくとも１つの方向におけるビームの横断面寸法（例えば、直径）は、約１
００λ以下（例えば、約９０λ以下、約８０λ以下、約７０λ以下、約６０λ以下、約５
０λ以下、約４０λ以下、約３０λ以下、約２０λ以下）とすることができる。ここで、
λは、ビームの波長である。
【００６４】
　ビーム伝播方向に対して半径方向に対称形であるガウス強度プロファイルを有するビー
ムについては、横断面寸法は、ビーム強度がピーク値の１／ｅを有するところで測定され
る。
【００６５】
　図４Ｂを参照すると、相対的に小さい横断面寸法を有するビームを利用するセンサ構成
の例は、センサ２１００であり、センサ２１００は、ビームを平面鏡目標２１３０に方向
づける。センサ２１００は、透過基準平面２１２０（例えば、ガラス平面）及び集光レン
ズ２１１０を含む。集光レンズ２１１０は、ファイバ２１０１からの発散光を回収して、
基準平面２１２０を介して光を目標２１３０に方向づける。光の一部は、基準平面２１２
０の表面により反射されて、ファイバ２１０１端部上にレンズ２１１０により集光される
。光の一部は、基準平面２１２０により透過されて基準平面２１２０を照射する。基準平
面２１２０は、光を基準平面２１２０と、レンズ２１１０と、ファイバ２１０１とに向か
って反射する。この光は、少なくともある程度、基準平面２１２０により透過され、レン
ズ２１１０により集光されて、ファイバ２１０１に結合される。目標２１３０から反射し
た波面は、透過基準平面２１２０の表面から反射した波面と干渉する。結果的に生じる干
渉の位相は、上述した実施形態の場合と同様にモニタされ、基準平面２１２０に対する鏡
２１３０の相対位置に関する情報が得られる。
【００６６】
　一部の実施形態においては、鏡目標２１３０は、光ビーム腰部に随意的に位置決めされ
る。このような構成により、鏡目標の転倒及び傾動に関連した位相誤差に対するセンサの
感度を軽減することができる。特定の実施形態においては、光ビーム腰部に鏡目標２１３
０を位置決めすることは、鏡目標が転倒及び／又は傾動したときに光ファイバ内に反射し
たビームの結合効率が低減される量を軽減することができる。更に、光ビームが狭い腰部
（例えば、直径が約１００μｍ以下の腰部、約６０μｍ以下、約５０μｍ以下、約４０μ
ｍ以下、約３０μｍ以下など）を有する場合、鏡の転倒／傾動による結合効率損失は、更
に低減することができる。一部の実施形態においては、公称位置から０．２度以下（例え
ば、０．１度以下）の鏡の方位の変化（例えば、転倒又は傾動によって）があると、結果
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的に、公称位置での結合効率の５０％に劣らないほど（例えば、約６０％以上、約７０％
以上、約８０％以上、約９０％以上）までの結合効率の低減が発生する可能性がある。こ
こでは、公称位置とは、光ファイバへの光ビームの結合効率が最大値である鏡の位置を指
す。
【００６７】
　目標にて相対的に小さい横断面寸法を有するビームを利用する実施形態は、相対的にコ
ンパクトとすることができる。例えば、ファイバ２１０１端部から鏡２１３０までの距離
は、約１０ｍｍ以下（例えば、約５ｍｍ以下、約３ｍｍ以下、約２ｍｍ以下、約１．５ｍ
ｍ以下、約１ｍｍ以下）とすることができる。
【００６８】
　図４Ｃは、目標において相対的に小さい横断面寸法を有するビームを利用するセンサの
別の例を示す。具体的には、図４Ｃは、レンズ２１１０を介してファイバ２１０１からの
放射を目標鏡２１３０に方向づけるように構成されたセンサ２２００を示す。図４Ｂに示
すセンサ２１００とセンサ２２００との相違点は、センサ２２００は、レンズ２１１０か
ら集光した光を目標２１３０に方向づける基準平面２１２０ではなくて、プリズム２２２
０を有するという点である。ここでは、基準面は、プリズム２２２０の表面２２１１であ
る。センサ２２００は、センサが設置されるべき構造体がライン内ビーム路をセンサ２１
００においてのようには使用することはできない用途において使用することができる。特
定の実施形態においては、更なる光学部品を使用して必要に応じてビーム路を更にねじる
ことができる。
【００６９】
　一部の実施形態においては、集光レンズの機能性を実現するとともに基準面を実現する
構成部品を使用することができる。例えば、図４Ｄを参照すると、センサ２３００は、基
準面の役目をする平面２３１１を有するレンズ２３１０を含むことができる。このような
レンズの例としては、平面凸レンズ及び勾配屈折率材料から形成されたレンズ（ＧＲＩＮ
レンズ）がある。一部の実施形態においては、電気通信用途での使用に設計されたＧＲＩ
Ｎレンズを使用することができる。
【００７０】
　図４Ｅは、レンズ２３１０に加えてビーム分割器キューブ２３７０を含むセンサ２３５
０の別の実施形態を示す。ビーム分割器キューブ２３７０の表面２３６０は、センサ２３
５０用基準面となる。
【００７１】
　他の構成も可能である。例えば、図５を参照すると、一部の実施形態においては、セン
サは、光が目標に複光路を成すように構成することができる。この例においては、受動光
センサは、鏡５２０を含み、逆反射体５１０は、第１のパスで、受動光センサからの照射
が鏡５２０に向かって方向づけられるようにサイズ決定されている。鏡５２０は、光を逆
反射体５１０に反射し、逆反射体５１０は、光を透過基準平面３２０及びレンズ３３０に
方向づける。
【００７２】
　複光路は、逆反射体が単独に使用されて逆行運動（ｒｅｔｒｏ　ｍｏｔｉｏｎ）に対す
る感度を増大させる場合に発生するビーム反転の影響を補正することができる。
　目標逆反射体５１０を適当に取り付けると、逆反射体５１０を介して光路の熱依存を補
正することができる。例えば、逆反射体５１０は、熱膨張率が、マウントの熱膨張が、例
えば、センサ内の光学部品の屈折率の熱誘発変化及び／又はセンサの熱誘発物理的経路長
変化からのセンサの熱誘発ＯＰＤ変化を補償するようなものである材料から製造されたマ
ウント５１２内に取り付けることができる。
【００７３】
　一部の実施形態においては、センサは、遠隔基準面を含むことができる。例えば、図６
を参照すると、一部の実施形態においては、ファイバ結合器／分割器６２０は、センサ１
１０に加えて遠隔基準鏡６１０に光を方向づける。遠隔基準を使用すると、名目上のスタ
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ンドオフを異なる長さに設定することができる。遠隔基準を使用することは、センサ光学
品内での熱影響を補償することを可能にすることができる。例えば、一部の実施形態にお
いては、ファイバピッグテールを使用してセンサＯＰＤ全体を改変するとともに、及び／
又はピッグテールの熱ＯＰＤ変動（例えば、センサ内の光学部品の屈折率の熱誘発変化及
び／又はセンサ内の熱誘発物理的経路長変化による）を使用して、主要センサ空洞共振器
内のガラス又は他の光学材料からの同様の影響を補償することができる。
【００７４】
　一般に、センサシステムは、偏光又は非偏光を利用することができる。図７を参照する
と、偏光を使用するセンサの例が示されている。この例においては、受動光センサ２２０
は、偏光ビーム分割器７２０と、基準鏡７２０と、逆反射体７２４と、１／４波板７２６
及び７２８とを含む。目標光学品２１０は、平面鏡７１０を含む。この構成は、高安定平
面鏡干渉分光法（ＨＳＰＭＩ）に対応する。入力ビームは、第１の視準レンズ７３０を介
してＨＳＰＭＩに結合される。出力ビームは、第２のレンズ７３２を介して異なるファイ
バに結合される。
【００７５】
　図８を参照すると、一部の実施形態においては、ファイバ１１１の端面８１０は、セン
サ１１０の基準面となるように使用することができる。ここでは、センサ１１０は、平面
鏡目標８３０、及び、ファイバ１１１から放出された光を目標８３０での又は目標８３０
近傍の地点に集光し、また、目標８３０から反射した光をファイバ１１１端部に集光する
レンズ８２０を含む。
【００７６】
　先の種々の実施形態においては、逆反射体又は平面鏡が目標光学品として使用されるが
、他の光学部品をこの目的に使用することもできる。例えば、図９を参照すると、一部の
実施形態においては、非平面反射体９１０を目標光学品として使用することができる。こ
のような目標のほうが、受動光センサ２２０と目標との間の芯狂いに強いと考えられる。
【００７７】
　別の例として、また、図１０を参照すると、一部の実施形態においては、猫の目タイプ
の逆反射体１００１を目標光学品に使用することができる。猫の目逆反射体１００１は、
レンズ１０１０（例えば、球面レンズ）及び鏡１０２０（例えば、平面鏡又は曲面鏡）を
含む。入射光は、レンズ１０１０により鏡１０２０上に集光されて、鏡１０２０によりレ
ンズ１０１０に反射される。反射光は、レンズ１０１０を介して逆経路を辿って、受動光
センサ２２０に戻る。猫の目逆反射体を使用する種々の構成は、他の構成に対して角変形
誤差の許容範囲の増強を行なうことができる。
【００７８】
　図１１を参照すると、光が目標光学品に複光路を成すセンサの別の例が示されている。
この実施形態においては、受動光センサ２２０は、レンズ３３０及び透過光平面３２０に
加えて逆反射体１１１０を含む。この場合の目標は、光ファイバ１１１から逆反射体１１
１０に向かって光を反射する向きにある平面鏡１１２０である。
【００７９】
　図１２及び図１３を参照すると、センサの更なる例が示されている。この例においては
、センサは、応力除去素子１３３０によりファイバ視準器１３２０に装着されている光フ
ァイバ１３１１を介してＳＤユニット１３１０から光を受光するように配設されている。
ファイバ視準器１３２０は、ファイバからの光を逆反射体１３３０に方向づけるように位
置決めされている。ウィンドウ１３３５は、ファイバ視準器１３２０と逆反射体１３３５
との間に位置決めされている。ファイバ視準器１３２０もウィンドウ１３３５も、取付け
板１３４０に取り付けられている。このセンサにおける光学目標である逆反射体１３３０
は、
取付け板１３４０から遠いところに取り付けられている。ウィンドウ１３３５の表面の半
分は、非偏光ビーム分割器塗膜１３３４が被覆されており、他方の半分は、反射塗膜１３
３２（例えば、可視光を対象とした銀又はアルミニウム）が被覆されている。ファイバ視
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準器１３２０から放出された光は、初めに、非偏光ビーム分割器塗膜１３３４が被覆され
たウィンドウ表面の部分に当たる。この光の一部は、ウィンドウにより逆反射体１３３０
に向かって透過され、一方、一部は、ファイバ視準器１２２０に向かって反射されて、試
験波面が実現される。透過部分は、逆反射体１３３０により反射されて反射塗膜１３３２
に当たる。被膜から反射して同じ経路に沿ってファイバ視準器１３２０に戻って、測定波
面が実現される。
【００８０】
　一般に、先に論じたように、センサシステムにおける光源／検出器ユニット（ＳＤユニ
ット）は、実際のセンサ自体より遠いところにある。特定の実施形態においては、ＳＤユ
ニットとセンサとの間の情報導管のみが、光ファイバである。センサが受動式（例えば、
センサが電気回路を含まない）である実施形態においては、ＳＤユニットをセンサに接続
するために必要である電線はない。
【００８１】
　センサシステムアーキテクチャ及び測定法
　一般に、様々な異なるセンサシステムアーキテクチャが可能である。システムアーキテ
クチャは、通常、光学部品位置をモニタするために採用される測定技術など、様々な要因
、ならびに、コストなどの他の要因に基づいて選択される。一部の実施形態においては、
多重化構成を使用することができる。一般に、多重化構成とは、複数のセンサからの信号
が共通の伝送路（例えば、光ファイバ）で搬送される構成を指す。例えば、図１４Ａを参
照すると、ＳＤユニット１４１０は、４つのセンサ１４２０の１つに直に、他の３つのセ
ンサに間接的に接続されている。換言すると、センサは、ＳＤユニット１４１０に直列に
接続されている。光は、ＳＤユニット１４１０からセンサ１４２０まで共通の光ファイバ
により行き来する。センサ１４２０は、ＰＯ部品１４１０部品内に埋設されており、一方
、ＳＤユニット１４１０は、ＰＯ部品から遠いところにある。センサシステムは、波長計
１４３０を含むこともでき、波長計１４３０は、ＳＤユニット１４１０に接続されている
。
【００８２】
　多重化は、様々な異なる方法で達成することができる。例えば、一部の実施形態におい
ては、周波数符号化を用いることができる。各センサは、異なるセンサのＯＰＤが名目上
異なるように構成することができる。したがって、各センサの信号は、波長同調が採用さ
れた場合には他のセンサの信号と異なる周波数を有することになる。信号に周波数分析を
行うと、異なるセンサからの信号を区別することができる。
【００８３】
　あるいは、又は、更に、波長分割を多重化に用いることができる。例えば、様々な異な
る波長での光をセンサに送出することができる。各センサは、他のフィルタと異なる波長
又は波長帯域を渡す波長フィルタを含む。このようにして、各センサの信号は、戻り信号
内の適当な波長符号を見ることにより区別することができる。
【００８４】
　一部の実施形態においては、光は、分散ネットワークを使用してセンサに分配されるか
、及び／又はセンサから回収される。図１４Ｃを参照すると、分散ネットワークの例は、
３つのポート（例えば、１つの入力ポート及び２つの出力ポート又は２つの入力ポート及
び１つの出力ポート、それぞれ、結合器が分割器の役目を務めるか、又は、結合器の役目
を務めるかによる）を有する幾つかの光ファイバ結合器１４５２を含む。ネットワークの
最終段階にて、出力結合器１４５３は、循環器、又は、１つのポートが未使用のままであ
る標準的な２×２結合器である。また、図１４Ｃのネットワークにおいて、検出器１４５
０も示されており、検出器１４５０は、センサから光信号を受信する。原則的に、ネット
ワークは、特定の実行例によっては、任意の数のセンサから信号を送出及び／又は回収す
るために使用することができる。一部の実施形態においては、システムは、１０個以上の
センサ（例えば、１２個以上のセンサ、１５個以上のセンサ、１８個以上のセンサ、２０
個以上のセンサ、２１個以上のセンサ、２５個以上のセンサ、３０個以上のセンサ、３２
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個以上のセンサ、３５個以上のセンサ）を含むように構成することができる。
【００８５】
　一部の実施形態においては、ネットワーク内の最終ステージ分割器は、循環器と置き換
えることができる。このような構成により、所望であれば、４倍の光学的効率上昇を得る
ことができる。
【００８６】
　特定の実施形態においては、コヒーレンス符号化を多重化に用いることができる。コヒ
ーレンス符号化では、一般的に、広帯域光源を使用して各センサに独自の重なり合いなし
のＯＰＤを供給する。各センサは、その後、測定ＯＰＤにより特定することができる。例
えば、各センサは、異なる名目上のＯＰＤを有することができ、照射パルスを使用してＯ
ＰＤを測定することができる。特定の光学距離により分離された２面空洞共振器を含むセ
ンサに方向づけられる２つの時間分離パルスを検討されたい。パルス時間分離が、パルス
が空洞共振器を横行する往復時間に等しい場合、２つの別個のパルスは、干渉することが
ある可能性がある。それで、パルスの周波数を変えることにより、干渉を生成する周波数
を捜すことにより空洞共振器長を推論することができる。このようにして、ＳＤユニット
は、異なるセンサからの信号を特定することができる。
【００８７】
　コヒーレンス符号化は、結合空洞共振器干渉分光法を用いて実現することもできる。結
合空洞共振器干渉分光法においては、走査することができる別の空洞共振器からの広帯域
光で空洞共振器を照射することにより空洞共振器に問い合わせが行われる。これは、セン
サ空洞共振器のＯＰＤが固定のままである間に走査を可能にすることができる。
【００８８】
　一部の実施形態においては、各センサは、独自のファイバによりＳＤユニットに接続さ
れており、光を各センサに送出するために共通の光源が使用される（例えば、図１４Ｂを
参照されたい）。例えば、図１４Ｂを参照すると、センサ１４２０は、ＳＤユニット１４
１０に並列に接続されている。換言すると、各センサは、それぞれの光ファイバを介して
ＳＤユニット１４１０に直に接続されている。
【００８９】
　一部の実施形態においては、走査白色光干渉分光法を用いることができる。例えば、各
センサにおいては、基準面（例えば、結合空洞共振器内の遠隔基準面）を干渉が観察され
るまで移動させることができる。
【００９０】
　特定の実施形態においては、光周波数が異なり、かつ、対向する偏光を有する２つのビ
ームに干渉計の試験又は基準脚部を別個に横行させる偏光符号化を用いることができる。
戻り時に、ビームは、干渉させ（例えば、偏光器を介して）、干渉の周波数（２つの光周
波数間の差に等しい）を測定する。脚部の一方が他方に対して移動中である場合、その光
は、ドプラ偏移されて、干渉周波数が変化する。
【００９１】
　一部の実施形態においては、多重波長干渉分光法が用いられる。例えば、センサ空洞共
振器は、幾つかのよく知られている、離散的な波長で照射する（順次、又は同時に）こと
ができ、信号位相偏移を波長の関数として判断する。位相偏移は、幾つかの方法で、例え
ば、離散波長の各々を位相偏移することにより求めることができる。あるいは、又は、更
に、各波長にて干渉強度を測定して、その後、本システムの物理モデルで、強度と波長の
最良の適合を介して空洞共振器長を判断することができる。
【００９２】
　特定の実施形態においては、周波数同調を用いることができる。周波数同調は、上記し
たＬ．Ｌ．Ｄｅｃｋ著フーリエ変換位相偏移干渉分光法、Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｏｐｔｉｃｓ
、第４２巻、第１３号（２００３年５月）で説明されている。長い十分な範囲にわたって
波長を連続的に位相同調することができる場合、干渉のフーリエ分析又は物理モデルに適
合する最小２乗法により空洞共振器長を求めることができる。
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【００９３】
　システムは、掃引波長干渉分光法、結合空洞共振器干渉分光法、コヒーレンス走査干渉
分光法、ヘテロダイン干渉分光法、及び／又は多重波長干渉分光法などの１つ又はそれ以
上の基本的な干渉分光技術に基づくことができる。例示的なシステムを以下で説明する。
【００９４】
　（Ａ）結合空洞共振器によるコヒーレンス走査干渉分光法
　コヒーレンス走査干渉分光法では、相対的に短いコヒーレンス長を有する光源（例えば
、帯域幅光源）を利用する。したがって、干渉縞は、ゼロにて又はゼロ近傍にてＯＰＤに
ついてのみ検出される。従来のレーザ干渉分光法における周期的な曖昧さを排除するため
に干渉位置推定を利用して、絶対ＯＰＤ測定にコヒーレンス走査干渉分光法を用いること
ができる。センサが受動式であることから、ＯＰＤは、結合空洞共振器構成部を介して間
接的に走査される。
【００９５】
　結合空洞共振器外形形状を用いることは、他の方法に対して、複雑性増大及び縞コント
ラスト低減を犠牲にしながらも遠隔走査を可能にすることができ、光源コヒーレンス特性
が試験空洞共振器ＯＰＤ範囲に結び付けられる。図１５を参照すると、一般に、結合空洞
共振器構成部は、走査空洞共振器１５１０及びセンサ空洞共振器１５２０を含む。走査空
洞共振器１５１０は、２つの経路Ｌｌ及びＬ２を含み、少なくともその一方は、可変であ
る。センサ空洞共振器１５２０は、２つの経路Ｌ３及びＬ４を含む。したがって、各空洞
共振器から２つの脚部の組み合わせに対応する信号１５２１を入力信号１５１１が出る可
能な経路が４つある（Ｌ１＋Ｌ３、Ｌ１＋Ｌ４、Ｌ２＋Ｌ３、Ｌ２＋Ｌ４）。
【００９６】
　確実に、不要な経路組み合わせからの干渉が、当該の空洞共振器からの干渉に影響を与
えないようにするために、経路間のＯＰＤは、光のコヒーレンス長より大きいものである
べきである。換言すると、センサ空洞共振器のＯＰＤは、光源コヒーレンス長より大きい
ものであるべきであり、これにより、センサ隙間が大きくなる傾向がある。
【００９７】
　図１６を参照すると、結合空洞共振器を有するコヒーレンス走査干渉分光法システム１
６００が示されている。システム１６００は、光ファイバを介してセンサ１６２０と接続
されたＳＤユニット１６１０を特徴とする。ＳＤユニット１６１０は、光ファイバ結合器
１６１５と、検出器１６１８と、基準空洞共振器１６４０とを含む。更に、ＳＤユニット
１６１０は、結合空洞共振器内の可変ＯＰＤを実現するＯＰＤ偏移器１６３０、及び、広
帯域超発光ダイオード（ＳＬＥＤ）など、低コヒーレンス光源１６１２を含む。適切な電
力及び広帯域幅を有するＳＬＥＤは、例えば、ＥＭ４社（マサチューセッツ州ベッドフォ
ード）、Ｃｏｖｅｇａ（メリーランド州ジェサップ）、ＤｅｎｓｅＬｉｇｈｔ　Ｓｅｍｉ
ｃｏｎｄｕｃｔｏｒｓ（シンガポール）から販売されている。一部の実施形態においては
、光源は、１５５０ｎｍに中心がある６０ｎｍガウススペクトル幅（半値全幅、ＦＷＨＭ
）を実現する。このような光源は、２０μｍ幅（ＦＷＨＭ）でコヒーレンス関数を生成す
る。
【００９８】
　周波数領域分析を用いて、データを分析することができる。周波数領域分析法は、例え
ば、Ｐ．ｄｅ　Ｇｒｏｏｔ及びＬ．Ｄｅｃｋ著「空間周波数領域における白色光干渉分光
法分析による表面形状測定」、最新光学品学会誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｍｏｄｅｒｎ
　Ｏｐｔｉｃｓ）４２：３８９ページから４０１ページ（１９９５年）で開示されており
、この内容全体は、参照により本明細書に組み込まれる。一部の実施形態においては、単
一４０９６点高速フーリエ変換（ＦＦＴ）の計算を介してデータの線形走査を分析するこ
とができ、この演算は、高速デジタル信号プロセッサ及び／又はプログラマブル論理回路
で、約０．２５ｍｓで完了することができる。したがって、結果は、その後の測定の前に
出力することができるが、データ経年変化は、分析時間及び空洞共振器ＯＰＤに左右され
ることになる。走査が非線形（ただし公知）である場合、より複雑な分析を行なうことが



(21) JP 5558005 B2 2014.7.23

10

20

30

40

50

できる。
【００９９】
　（Ｂ）結合空洞共振器及びヘテロダイン干渉分光法によるコヒーレンス走査干渉分光法
　結合空洞共振器及びヘテロダイン干渉分光法を用いたコヒーレンス走査干渉分光法では
、測定は、２つのモードに分割される。相対的に遅いコヒーレンス走査を用いて、全ての
センサについて同時に空洞共振器絶対ＯＰＤを見つけ（「絶対モード」という）、迅速な
ヘテロダイン法を用いて、その時点からＯＰＤの変動を追跡する（「相対モード」という
）。図１７Ａを参照すると、システム１７００は、ＳＤユニット１７１０及びセンサ１７
２０を含む。ＳＤユニット１７１０は、光ファイバ結合器１７１５と、検出器１７１８と
、基準空洞共振器１７４０とを含む。更に、ＳＤユニット１７１０は、低コヒーレンス光
源１７１２と、準狭帯域光源１７１４と、ＯＰＤ偏移器１７１８と、周波数変調器１７１
６とを含む。ＯＰＤ偏移器１７１８は、光源１７１２とセンサ１７２０に接続するネット
ワークとの間に位置決めされた結合空洞共振器の１つの脚部内に設置されている。周波数
変調器は、光源１７１４と、センサ１７２０と接続するネットワークとの間に位置決めさ
れた第２の結合空洞共振器の１つの脚部内に設置されている。
【０１００】
　動作中、低コヒーレンス光源１７１２は、絶対モードに使用される。このモードは、各
センサの絶対ＯＰＤを同時に取得するために起動時に１回行なう（又は、必要に応じて）
ことができる。その測定の速度は、相対的に遅いもの（例えば、数秒）とすることができ
るので、センサＯＰＤはこの時間中には変化しないと想定することができる。走査速度を
除き、手順及び分析は、小区分Ａに関して上述したものと類似のものである。絶対モード
と相対モードとの間で大きく縞次数が変化しないようにセンサが十分に安定したものであ
る限り、２つの測定結果を結合して、サブｎｍの精度まで絶対センサＯＰＤを判断するこ
とができる。
【０１０１】
　相対モードにおいては、準狭帯域光源１７１４が使用される。この光源のコヒーレンス
長は、センサＯＰＤの全範囲にわたって堅牢な干渉を観察するほどの十分な長さであるが
、結合空洞共振器システムに付随する余分な空洞共振器干渉を排除するほどに十分に短い
ものであるべきである。適切なコヒーレンス形状を有する光源は、所望であれば、所要の
強度を回復する増幅器と共に、ＳＬＥＤ及びフィルタを使用して構成することができる。
図１７Ｂを参照すると、例示的な準狭帯域光源は、広帯域光源１７５０（例えば、ＳＬＥ
Ｄ）と、インライン光ファイバ帯域通過フィルタ１７５５（例えば、１ｎｍの帯域通過幅
を有する）と、帯域通過フィルタを出る信号を増幅する半導体光増幅器（ＳＯＡ）１７６
０とを含む。
【０１０２】
　ヘテロダインモードについては、狭帯域光をセンサに供給する結合空洞共振器は、周波
数変調器１７１６を含む。周波数変調器１７１６は、ヘテロダイン周波数を生成するため
に、空洞共振器脚部の少なくとも１つの中を進む光の光周波数を変える。その後、位相測
定結果を、例えば、米国特許第５，２４９，０３０号明細書で説明されている種々の方法
と類似の方法で判断することができ、この特許の内容全体は、参照により本明細書に組み
込まれる。
【０１０３】
　（Ｃ）多重波長干渉分光法及びヘテロダイン干渉分光法
　この技法では、２つ又はそれ以上の離散波長を使用し、３つ以上の波長が使用される場
合、等価波長の概念又は厳密な有理数の方法（ｍｅｔｈｏｄ　ｏｆ　ｅｘａｃｔ　ｆｒａ
ｃｔｉｏｎｓ）を用いて絶対空洞共振器ＯＰＤを計算する。図１８を参照すると、この技
法を実行するように構成されたシステム１８００は、ＳＤユニット１８１０及びセンサ１
８２０を含む。ＳＤユニット１８１０は、光源モジュール１８０１及び変調器モジュール
１８０２を含み、変調器モジュール１８０２は、光源モジュールからの光を受光してセン
サ１８２０及び検出器１８１８に接続する光ファイバ分配ネットワーク上に光を（ヘテロ
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ダイン信号を生成する変調の後で）方向づける。ＳＤユニット１８１０は、基準空洞共振
器１８４０も含む。
【０１０４】
　図１８に示すように、光源モジュール１８０１は、低コヒーレンス光源１８１２（例え
ば、ＳＬＥＤ）と、光ファイバスイッチ１８１６と、フィルタ１８１４を含む。更に、光
源モジュール１８０１は、光源１８１２からの１つ又はそれ以上の波長にて信号を増幅す
る光増幅器１８１７（例えば、ＳＯＡ又はエルビウムドープ処理ファイバ増幅器（ＥＤＦ
Ａ））を含む。一部の実施形態においては、光増幅器１８１７は、調節可能な増幅を行う
。変調器モジュール１８０２は、センサＯＰＤと名目上等しい特定のＯＰＤを有する結合
空洞共振器を画定する２つの結合器１８１５を含む。周波数モジュール１８１９は、結合
空洞共振器の脚部の１つに位置決めされている。
【０１０５】
　先に説明した実行例と同様に、測定シーケンスは、２つのモード、即ち、絶対モードと
相対モードに分離される。絶対モードにおいては、センサＯＰＤの絶対測定値は、２つ又
はそれ以上の周知の波長との間の位相差を測定することにより判断され、位相は、ヘテロ
ダイン干渉分光法を用いて取得され、これらの差を等価波長に関係づける。相対測定値で
は、小区分Ｂで開示している種々の技法と類似の方法で１つの波長だけを使用する。相対
測定値の更なる詳細も、以下で提示する。
【０１０６】
　一般的に、厳密な有理数の方法では、おおよそ知られているＯＰＤ及び異なる波長の次
数（例えば、干渉位相）の測定小数部から空洞共振器内の干渉の次数を求める。一例とし
て、２つの異なる波長について、絶対（往復）ＯＰＤを以下の方程式を用いて求めること
ができる。
【０１０７】
【数１】

ここで、Λ＝λ１λ２／Δλは等価波長であり、Ｍは等価波長縞数、λ１及びλ２はヘテ
ロダイン波長であり、Δλはヘテロダイン波長間の差である。実際には、位相誤差が、一
般的に非常に大きなΛにより縮小拡大されるために、位相測定精度は、多くの波長が位相
誤差に対する感度を最小限に抑える分離と共に使用されない限り全く良好なものであるは
ずである。一定の位相誤差については、使用波長数が大きくなるときは、大きな空洞共振
器の測定値の方が正確な可能性がある。
【０１０８】
　２つの波長だけを検討し、かつ、方程式（１）から始まって、以下であることを示すこ
とができる。
【０１０９】

【数２】

ここで、δｍは単一の波長縞数における不確実性であり、δλは波長における不確実性で
ある。ヘテロダイン法では、δｍ＝２π／８０００、約１，５００ｎｍから約１，６００
ｎｍの範囲における波長に関する位相不確実性が得られるはずである。方程式（２）の波
長の項から同様の端数の不確実性を達成するために、波長における不確実性は、各波長に
ついて約δλ＝０．２５ｐｍ（約３０ＭＨｚ）であるべきである。その後、方程式（２）
により、１標準偏差ＯＰＤ不確実性は、Δλ＝２ｎｍ（Λ＝１．２ｍｍ）について１００
９ｎｍであると想定される。これは、１００９／１５５０＝６５％のわずかな誤差である
。一部の実施形態においては、これは、不適切な性能を表すことができる。わずかな誤差
を低減するためには、更なる波長（例えば、３つ以上の波長、４つ以上の波長、５つ以上
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の波長）が好ましいと考えられる。
【０１１０】
　Ｎ＞２の波長の場合、適当な等価波長を判断するための使用すべき公式及び許容波長及
び縞数の不確実性は、既に先に導出しており、本質的に、方程式（２）の適用の繰り返し
数である。例えば、Ｐ．ｄｅ　Ｇｒｏｏｔ著「３色レーザダイオード干渉計」、Ａｐｐｌ
ｉｅｄ　Ｏｐｔｉｃｓ（応用光学）３０：３６１２ページから３６１６ページ（１９９１
年）を参照されたく、この内容全体は、参照により本明細書に組み込まれる。使用すべき
最適な波長は、以下の公式から求めることができる。
【０１１１】
【数３】

ここで、Ｒは隣接等価波長間の比率である。Ｎ＝３の場合、例えば、方程式（３）では、
３ｍｍの最大ＯＰＤ範囲について１５３０ｎｍ、１５３０．７５ｎｍ、１５６５ｎｍの波
長を使用することが示唆されている。実測位相及び上記の波長不確実性と結合されたこれ
らの３つの波長により、１２ｎｍの１標準偏差ＯＰＤの不確実性（０．７７％のわずかな
誤差）が生成され、この不確実性は、様々な用途に適当なものであると考えられる。反射
時の位相変化によるものなど、空洞共振器内で発生する先験的な任意の更なる位相偏移を
知り、かつ、分析においてこれらを説明することが必要であろう。
【０１１２】
　図１９を参照すると、一部の実施形態においては、光源モジュール１８０１は、ＳＬＥ
Ｄ又は増幅自然放出（ＡＳＥ）光源など、広帯域光源１９１０と、１対の微小電気機械シ
ステム（ＭＥＭＳ）スイッチ１９１２と、一連のフィルタ１９１６（例えば、２．６ｎｍ
ＦＷＨＭガウスフィルタ）と、増幅器１９１４（例えば、ＳＯＡ又はＥＤＦＡ）とを含む
。これらの構成部品は、単一モード光ファイバで結合される。動作中、光源１９１０から
の光は、光ファイバを介してＭＥＭＳスイッチ１９１２の１つに案内され、ＭＥＭＳスイ
ッチ１９１２は、所望の波長によりフィルタの１つに信号を方向づける。フィルタ処理済
み信号は、第２のＭＥＭＳスイッチ１９１２を介して別の光ファイバに結合されて、光増
幅器１９１４に送出される。フィルタ処理済み信号は、光増幅器１９１４により増幅され
て、その後に、変調モジュールに送出される。
【０１１３】
　光源１９１０は、光増幅後に全ての関連の波長について十分な光を供給するために十分
に広範囲にわたる発光スペクトルを有するべきである。例えば、３０ｎｍから３５ｎｍの
幅を有するＳＬＥＤを使用することができる（例えば、約６ｍＷの出力光を生成するＯｐ
ｔｉｐｈａｓｅ社（カリフォルニア州バンナイス）製の広帯域光源）。更に大きな電力を
有する他のＳＬＥＤも使用することができる。
【０１１４】
　フィルタ１９１６は、変調モジュール１８０２に出力される信号内で適当な波長を実現
するためにＭＥＭＳスイッチ１９１２（例えば、２つのＭＥＭＳ１：４スイッチ）に結合
されているスペクトルフィルタである。適切なＭＥＭＳスイッチは、例えば、ＤｉＣｏｎ
　Ｆｉｂｅｒ　Ｏｐｔｉｃｓ社（カリフォルニア州リッチモンド）から取得することがで
きる。特定の実施形態においては、商用電気通信フィルタを使用することができる。様々
な商用電気通信フィルタの中心波長の温度依存は、約３ｐｍ／℃であり、フィルタがエポ
キシなしで製造されている場合には約１ｐｍ／℃に低減することができる。温度は、温度
誘発波長変動により２π位相変化が波長モニタ内で生成されないように制御することがで
きる。電気通信波長については、これは、約１．２ｎｍ、又は、３ｐｍ／℃当たりで約４
００℃の波長変動に相当する。したがって、特定の実施形態においては、フィルタ部は、
温度制御しなくてもよいとすることができる。
【０１１５】
　光源のコヒーレンス長は、位相測定に及ぼす結合空洞共振器システム内での他の空洞共
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振器の影響を最小限に抑えるのに十分に小さいものであるべきである。電気通信構成部品
を利用する特定の実施形態においては、約２ｍｍを上回るＯＰＤについては、隣接空洞共
振器からの汚れによる位相誤差を０．３ｎｍ未満に保つには、１．１５ｎｍより大きい（
２．６ｎｍＦＷＨＭより大きい）シグマパラメータ（例えば、変動の平方根）を有するガ
ウスフィルタ形状で十分であると考えられる。名目上の空洞共振器位置からの±３００ミ
クロンでのコントラストは、それでも２５％を上回るであろう。
【０１１６】
　種々の実施形態においては、光増幅器１９１４は、ＳＯＡ又はＥＤＦＡとすることがで
きる。光増幅器１９１４は、光源モジュール１８０１の出力信号強度を増大させるために
使用される。スペクトルの一部の領域は、より高い利得を有する可能性があり、また、増
幅器は、これらの領域においては、例えば、増幅自然放出光（ＡＳＥ）と知られている現
象により雑音を増大させる可能性がある。このような例においては、ＡＳＥ領域は、上記
の波長での放出光による位相誤差があまり破壊的なものでないように、振幅が十分に低い
ものであるように注意すべきである。
【０１１７】
　図２０Ａを参照すると、一部の実施形態においては、変調モジュール１８０２は、音響
光学変調を用いる光源モジュールからの信号を変調する。ここでは、変調モジュール１８
０２は、３方結合器２０１１と、端子２０１５Ａから２０１５Ｄと、ＡＯＭ２０１３及び
２０１４とを含む。ＡＯＭ２０１３及び２０１４は、平行な経路内に位置決めされて、結
合空洞共振器を画定する。ＡＯＭ２０１３及び２０１４は、無線周波数（ＲＦ）信号によ
り駆動されて、ヘテロダイン周波数に対応する量２ｆ分、周波数がオフセットされる。端
子２０１５Ａは、矢印により示すように、移動可能であり、ＡＯＭ２０１４が位置決めさ
れる脚部の光路長の調整に備えるものである。
【０１１８】
　動作中、光源モジュールからの信号は、コネクタ２０１１（例えば、５０／５０分割器
）により分割され、一部は、結合空洞共振器の各脚部を介して方向づけられる。各部分は
、別のコネクタ２０１１により再合成される前にＡＯＭ２０１３又はＡＯＭ２０１４によ
り変調される。再合成信号は、その後、分散ネットワークを介して各種センサに送出され
る。
【０１１９】
　ザイゴ　コーポレーション（Ｚｙｇｏ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ：コネチカット州ミド
ルフィールド）から市販されているＺＭＩ計器などの位相計を使用したヘテロダイン位相
検出を、高速相対測定に使用することができる。ヘテロダイン信号は、ＡＯＭ２０１３及
び２０１４により生成され、差異が所望のヘテロダイン周波数に等しい無線周波数（ＲＦ
）信号により駆動される。特定の実施形態においては、選択されたヘテロダイン周波数（
例えば、１５０ｋＨｚ）は、最大ドプラ偏移（例えば、２０ｍｍ／秒にて～２６ｋＨｚ）
よりはるかに大きなものであるべきであり、サンプリング速度（例えば、１ＭＨｚ）は、
最大ドプラ偏移周波数の４倍を上回るものであるべきである（１７６ｋＨｚ＊４＝７０４
ｋＨｚ）。用いられる各種ヘテロダイン分析法は、例えば、ＺＭＩ４００４（Ｚｙｇｏ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（コネチカット州ミドルフィールド）から販売）で使用される技
法と類似のものとすることができる。このような構成については、位相測定不確実性は０
．１ｎｍを下回ると考えられる。
【０１２０】
　ＡＯＭ　ＲＦ信号の周波数は、ファイバ内への挿入損失を最小限に抑えるために選択さ
れたフィルタのタイプにより選択することができる。ヘテロダイン周波数は、ほぼ一定の
ままであるはずである。ＡＯＭ２０１３及び２０１４の別の特性は、波長への屈折角の依
存である。この特性及びファイバ結合器は、合成光をスペクトルフィルタリングする役目
をする。１５５０ｎｍにて動作するＡＯＭについては、屈折角の色依存は、ほぼ０．０１
３３ｍｒａｄ／ｎｍである。ファイバ結合器焦点距離は、フィルタのスペクトル範囲にわ
たって発生するファイバ心線にわたる位置偏移が軽微なものであるように十分に小さいも
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のであるべきである。例えば、１０ｍｍの結合器焦点距離では、２ｎｍ幅スペクトルにわ
たって生成される側方偏移は３００ｎｍ未満であり、したがって、重大な問題は発生しな
い。
【０１２１】
　図２０Ｂを参照すると、変調モジュール１８０２の別の例では、電気光学式変調を用い
る光源モジュールからの信号を変調する。ここでは、変調モジュールは、位相変調器２０
２３と、調節可能位相遅延２０２２と、３方結合器２０２１（例えば、５０／５０分割器
／結合器）とを含む。結合器のうち、第１の結合器は、２つの脚部に沿って光源モジュー
ルからの信号を分割する。位相変調器２０２３は、１つの脚部に沿って方向づけられた信
号を変調し、一方、他方の脚部に沿って方向づけられた信号は、調節可能位相遅延２０２
２により改変される。位相変調器２０２３により行われた変調は、ＲＦ信号で制御される
。改変された信号は、第２の結合器で再結合されて、分散ネットワークを介して種々のセ
ンサに方向づけられる。
【０１２２】
　各波長での光の偏光度は、この技法の精度にも影響を与える可能性がある。例えば、特
定の広帯域光源は、発光スペクトル全体にわたって統合された発光に対して実質的に非偏
光とすることができるが、単一の波長での又は狭い波長帯域にわたる発光は、種々の影響
が管理されていない場合、システム精度を容認できないレベルにまで低減するように、十
分な偏光を示す可能性がある。
【０１２３】
　したがって、光源偏光が問題である場合、偏光の種々の影響を管理するために、光源モ
ジュール及び／又は変調モジュールに対する改変を行なうことができる。例えば、偏光維
持ファイバを光源モジュール１８０１内で使用することができる。あるいは、又は、更に
、変調モジュールは、偏光の種々の影響を管理するように適合させることができる。例え
ば、非偏光維持単一モード又は多重モードファイバではなく、偏光維持ファイバを変調モ
ジュール１８０２内で使用することができる。更に、一部の実施形態においては、結合器
は、結合空洞共振器の２つの脚部間の潜在的な偏光依存損失差分に対応するように改変す
ることができる。例えば、先に示した種々の構成で使用される結合器は５０／５０結合器
であるが、光源モジュールから受光された信号を分割するために使用される結合器は、２
つの脚部に沿って差分損失を補償するために、５０／５０と異なるもの（例えば、６０／
４０、７０／３０、８０／２０、９０／１０）とすることができる。
【０１２４】
　偏光管理の種々の技法及び装置はシステム１８００の状況において説明しているが、論
じている原理は、偏光管理が所望される他のシステムに適用することができる。
　（Ｄ）多重波長干渉分光法
　多重波長干渉分光法では、システムの物理モデルに干渉強度測定結果を適合させること
により絶対空洞共振器ＯＰＤを計算するために多数の離散波長を使用する。図２１を参照
すると、この技法を実行する例示的なシステム２１００は、ＳＤユニット２１１０及びセ
ンサ２１２０を含む。ＳＤユニット２１１０は、分散フィードバックレーザなど、Ｎ＞２
個の実質的に単色の光源２１１２を含む。各光源は、異なる波長λｉにて光を供給するよ
うに構成されており、ここで、ｉ＝１．．．Ｎである。ＳＤユニット２１１０は、また、
ＷＤＭ用途において使用される合波器など、合分波器２１１４も含む。動作中、合分波器
２１１４は、光源２１１２からの信号の迅速な波長選択を行う。ＳＤユニット２１１０は
、また、ＷＤＭ２１１０からセンサ２１２０と、検出器２１１８と、基準空洞共振器２１
４０とに信号を送出する光ファイバ及び結合器２１１５を含む分配ネットワークを含む。
【０１２５】
　波長及び個々の波長の強度λｉが公知である実施形態においては、絶対位相を自由パラ
メータとする強度データに最小２乗適合（ＬＳＦ）を適用することができる。強度に対す
る位相依存は、非線形とすることができ、その結果、一般的な最小化方法（レーベンバー
グ・マルカートなど）が使用される。あるいは、又は、更に、本システムを線形化して反
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復することができる。
【０１２６】
　波長及び強度の両方において妥当な不確実性に対応するために、本方法では、多数の波
長を使用することができる。しかしながら、コスト及び測定時間に種々の限界値を課すた
めに、波長数を限定することができ、例えば、波長数は、８に限定することができる。し
かしながら、一部の実施形態においては、当該のＯＰＤ範囲について正しい解決策に明瞭
に到達するのに十分な差別的電力でメリット関数を生成するには、８つの波長では不十分
であろう。波長における極端に小さな不確実性（例えば、約１ＭＨｚ）及び強度における
極端に小さな不確実性（例えば、約０．０１％）があっても、真の縞次数と隣接縞との間
のメリット関数差は、確実に区別するには小さすぎる（例えば、一般的に、０．０１％未
満）可能性がある。この方法を実際的にするためにはるかに多くの波長を使用することが
できる（例えば、Ｎは、１０以上、１５以上、２０以上、３０以上とすることができる）
。更に、一部の実施形態においては、センサ空洞共振器内で発生する特定の更なる位相偏
移を分析において説明するために、反射時の位相変化によるものなど、これらの位相偏移
を先験的に知ることができる。
【０１２７】
　（Ｅ）掃引波長干渉分光法
　一部の実施形態においては、絶対ＯＰＤの計算、センサ内のＯＰＤ変動の迅速な追跡の
両方に広く同調可能な光源放射を使用することができる。このようなシステムの例を図２
２Ａに示す。システム２２００は、ＳＤユニット２２１０及びセンサ２２２０を含む。Ｓ
Ｄユニット２２１０は、同調可能なＤＦＢレーザなど、同調可能な光源２２１２と、結合
器２２１５と、検出器２２１８と、基準空洞共振器２２４０とを含む。幾つかの光ファイ
バと共に、結合器２２１５は、光源２２１２からセンサ２２２０と、検出器２２１８と、
基準空洞共振器２２４０とに信号を送出する分配ネットワークを形成する。
【０１２８】
　本システムは、２つのモードで動作することができる。一方のモードにおいては、波長
は、縞次数を解析するのに十分に大きな範囲にわたって同調され、他方のモードにおいて
は、空洞共振器位相を計算するのに十分に大きな範囲にわたって迅速に同調される。両方
のモードにおいては、同調範囲は、センサ空洞共振器ＯＰＤに左右される。
【０１２９】
　第１の（絶対）モードにおいては、ＯＰＤは、波長同調中に生成された基本的な干渉周
波数の測定により判断され、基本波は、干渉パターンのスペクトル分析を介して測定され
る。最終的に、ＯＰＤの判断は、縞次数を解析するのに十分に良好なものであるべきであ
り、それで、良好な方法により、ＯＰＤ不確実性は、縞の半分の２０％未満（例えば、約
１５５０ｎｍにて動作するシステムについては約８０ｎｍ）とするべきであると指定され
ている。基本波の判断における不確実性は、コントラスト、波長及び強度不確実性、分析
方法、幾つかのサンプルなどを含む多数のパラメータに敏感に左右される可能性がある。
一部の実施形態においては、光源は、約３ＴＨｚ以上の同調範囲を有する。３ＴＨｚの同
調範囲を有するシステムは、外部空洞共振器レーザ光源を含み、かつ、例えば、Ｎｅｗ　
Ｆｏｃｕｓ（カリフォルニア州サンホセ）及びＳａｎｔｅｃ（日本）から販売されている
。一般的なＤＦＢシステムの同調範囲は、例えば、約５００ＧＨｚである。
【０１３０】
　高速相対測定においては、光源２２１２は、より小さな波長範囲を介して迅速に同調さ
れ、一方、強度は、サンプリングされて、その後、特別の位相偏移干渉分光法（ＰＳＩ）
アルゴリズムが強度時間履歴に適用される。
【０１３１】
　一部の実施形態においては、光源は、十分に迅速に行なうことができる正弦波電流変調
を用いて同調される。約３０ＧＨｚの最大波長変化については、最小空洞共振器隙間は、
少なくとも１サイクルの位相変動を達成するためには約５ｍｍとすべきである。特定の実
施形態においては、最小値センサ空洞共振器隙間は、より多い位相偏移範囲に備えるため
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に、かつ、レーザ間の同調可変性を説明するために、約１０ｍｍ以上である。正弦波電流
変調を用いる実施形態においては、光源の出力強度は、電流の関数として変化する可能性
があり、及び／又は、相伴する位相偏移は、非線形である可能性がある。これらの問題に
対応するために、強度変動は、本測定システムにより測定かつ補償することができる。
【０１３２】
　非線形位相偏移は、例えば、同調が準線形であるゼロ交差地点近傍での強度データに関
するＰＳＩアルゴリズムの使用、及び／又は非線形位相偏移を説明する正弦波位相変調に
ついて特別に構成されたアルゴリズムの使用により、補償することができる。正弦波位相
変調については、非線形性は、基本周波数の奇数調波である。ＰＳＩアルゴリズムは、デ
ータから位相情報を判断するために使用することができる。例えば、１３フレームＰＳＩ
アルゴリズムを採用することができ、１３フレームＰＳＩアルゴリズムでは、正弦振幅の
約７０％を使用する。空洞共振器ＯＰＤが変化するにつれて、位相偏移増分が変化し、こ
れは、１次位相偏移器誤較正として知られている現象である。１３フレームアルゴリズム
は、１次位相偏移器誤較正に感応しない。しかしながら、直接的な位相誤差は、ゼロ交差
測定が例えば、ＤＣバイアスからドリフトした場合に発生する可能性がある。この誤差発
生源には、電子品における入念な温度補償が必要である場合がある。
【０１３３】
　図２２Ｂを参照すると、図２２Ａに示す構成部品に加えて、システム２２００は、セン
サにより生成された光信号を処理して、モニタされるＰＯ部品を操作するために使用され
る光源及びサーボシステムに制御信号を供給する様々な電子構成部品を含む。システム２
２００内の電子品モジュールは、検出器２２１８を収納する前端部２２５０を含む。コネ
クタ２２５１は、センサ２２２０及び波長モニタ２２４０から信号を搬送する光ファイバ
を検出器２２１８に結合する。前端部２２５０は、光信号に応答して検出器２２１８によ
り生成された干渉信号から位相情報を抽出する位相計２２６０に結合されている。位相計
は、デジタルフィルタ２２７０に結合されており、デジタルフィルタ２２７０は、データ
出力モジュール２２８０に方向づける前に位相情報をフィルタ処理する。
【０１３４】
　電子品モジュールは、また、光アイソレータ２２９２に接続されていると示されている
光源２２１２に結合されている幾つかの構成部品を含む。特に、電子品モジュールは、熱
制御装置２２９４と、変調発生器２２９６と、駆動装置２２９８とを含む。熱制御装置２
２９４は、光源の温度を安定させて、熱変動に関連した任意の波長ドリフトを低減する。
変調発生器２２９６は、センサを操作するために使用される方法に従って要望通りに光源
の出力波長を変調する。駆動装置２２９８は、電力を光源に供給する。
【０１３５】
　図２２Ｃを参照すると、特定の実施形態においては、電子品モジュールは、各入力チャ
ンネルから干渉信号を受信する（例えば、各センサ検出器及び波長モニタ検出器から）デ
ジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）２２５７を含む。各チャンネルは、ダイオード２２５２
と、動作増幅器２２５３と、低パスフィルタ２２５４と、アナログ／デジタル変換器（Ａ
ＤＣ）２２５５とを含み、アナログ／デジタル変換器は、干渉信号内の雑音を低減してＤ
ＳＰ２２５７による処理に向けてフォーマットする。ＤＳＰ２２５７は、また、プログラ
ムメモリ２２５６、サポート回路２２６１と、フィールドプログラマブルゲートアレイ（
ＦＰＧＡ）出力駆動装置２２５８と、主演算装置２２５９と通信している。
【０１３６】
　ＦＰＧＡ出力駆動装置２２５８は、また、主演算装置２２５９から信号を受信して、駆
動信号をサーボ制御装置に供給する。
　主演算装置２２５９は、非揮発性メモリ２２６２、及び、上述した変調発生器２２９６
に接続されている。主演算装置２２５９は、やはり上述した熱制御装置２２９４及び光源
２２１２に制御信号を供給する。主演算装置２２５９から熱制御装置２２９４及び光源２
２１２までの出力チャンネルは、デジタル／アナログ（ＤＡＣ）変換器２２６５を含む。
【０１３７】
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　主演算装置２２５９は、また、ＵＳＢインタフェース又はＲＳ２３２インタフェースな
ど、インタフェース２２９９に至るチャンネルを含む。
　上記した電子品モジュールは、センサシステム２２００を参照して論じているが、一般
に、電子品モジュールは、他のシステムでの使用に向けても適合させることができる。
【０１３８】
　更なる構成部品
　先に論じた幾つかの実施形態は、更なる光学部品を含む。例えば、特定の実施形態は、
基準空洞共振器又は波長モニタを含む。一般に、センサシステムは、例えば、システム環
境及び／又は光源の安定性に関する更なる情報を供給するために様々な更なる構成部品を
含むことができる。例えば、特定の実施形態においては、センサシステムは、センサの精
度に影響を与える可能性がある雰囲気の屈折率の変化に関する情報を供給する屈折計を含
むことができる。あるいは、又は、更に、センサシステムは、例えば、光源の強度の変化
に関する情報を供給するために強度モニタを含むことができる。
【０１３９】
　上記したように、特定の実施形態においては、センサシステムは、基準空洞共振器を含
むことができる。例えば、基準空洞共振器は、ヘテロダイン信号を供給するために使用さ
れる結合空洞共振器内に発生する可能性があるＯＰＤ変化の変動を補償するために使用す
ることができる。動作中、ヘテロダイン空洞共振器ＯＰＤ変動を排除するために同時基準
空洞共振器位相測定値を試験空洞共振器位相測定値から差し引くことができる。
【０１４０】
　波長モニタに関しては、一般に、波長モニタの自由スペクトル範囲は、本システム動作
中に予想される最大波長変動を包含するべきである。波長変動は、例えば、フィルタ温度
依存によって発生することがある。波長モニタは、方程式（２）への貢献が位相不確実性
に匹敵するものであるような不確実性で平均波長を判断することができるべきである。こ
れは、センサ自体と類似であるが固定ＯＰＤを有する干渉計に基づいて波長モニタを使用
して達成することができる。ＯＰＤがセンサの名目上のＯＰＤと同じであるとした場合、
較正用基準空洞共振器として２役を演じることができる。
【０１４１】
　図２３を参照すると、波長モニタ２３００の実施形態は、干渉計の所望の隙間に対応す
る深さを有する中空胴部２３１６を有する、適当な熱特性を有する材料のブロック２３２
０（例えば、Ｚｅｒｏｄｕｒ製ブロック）を含む。ブロックの片側は、ブロックに光学的
に接触される基準光学品２３１４用の合い面を画定するために研磨されている。別の同心
の小さいほうの胴部２３２３は、小型逆反射体２３２２を受け入れて、かつ、封止されて
いる。両方の中心胴部が栓詰めされた状態で、空洞共振器は、第３の垂直方向の胴部２３
１３を介して排気されて栓２３１２で封止されている。空洞共振器は、このように排気さ
れて、気密で、熱的に安定しており、かつ、光ファイバ２３０１から放射を送出するファ
イバ視準器２３１０に相対的に位置合わせしやすい。特定の実施形態においては、波長モ
ニタの温度は、能動的に制御される。例えば、一部の実施形態においては、波長モニタの
温度は、１℃以内に安定化されている。
【０１４２】
　波長モニタ２３００は、基準空洞共振器及び／又は屈折計として２役を演じることがで
きる。波長モニタ２３００内の物理的隙間は長期的に安定したものであるために、このデ
ザインは、局所的大気が空洞共振器に入ることを可能にすることにより、かつ、ＯＰＤの
変化は大気条件だけによるものであると想定することにより、屈折計として使用すること
もできる。これにより、製造量を増大させるとともに、モニタの最終コストを低減するこ
とができる。
【０１４３】
　各種用途
　一般に、論じたように、上述したセンサシステムは、投影レンズ部品における様々な異
なる光学部品の位置をモニタするために使用される。光学部品としては、屈折光学部品、
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反射光学部品、及び／又は回折光学部品がある。例えば、反射光学ＰＯ部品においては、
センサシステムは、部品における、屈折構成部品の例であるレンズの位置をモニタするた
めに使用することができる。光屈折ＰＯ部品において、センサシステムは、ＰＯ部品にお
ける、反射構成部品の例である鏡の位置をモニタするために使用することができる。更に
、センサシステムは、偏光器、回折格子など、他の構成部品の位置をモニタするために使
用することができる。更に、センサシステムは、ＰＯ部品に加えて、光学システムにおけ
る光学部品の位置をモニタするために使用することができる。例えば、フォトリソグラフ
ィツールにおいては、センサシステムは、照射システム内の１つ又はそれ以上の構成部品
の、あるいは、又は、更に、ＰＯ部品内の構成部品の位置をモニタするために使用するこ
とができる。
【０１４４】
　フォトリソグラフィ用途においては、投影レンズ部品は、リソグラフィツール内のウェ
ーハ上でのレジスト層上にレチクルパターンを撮像するために使用される。リソグラフィ
ツールは、コンピュータチップ、ＬＣＤパネルなどの大規模集積回路を製造する際に使用
されるリソグラフィ用途において特に有用である。リソグラフィは、半導体製造業界の重
要な技術原動力である。
【０１４５】
　リソグラフィツールの機能は、空間的にパターン化された放射をフォトレジスト被覆ウ
ェーハ上に方向づけることである。工程は、ウェーハのどの場所が放射を受光するべきか
（位置合わせ）を判断して、投影レンズを介してその場所にてフォトレジストに放射を適
用する（露光）ことを伴う。投影レンズの安定性は、ウェーハレジスト上へのレチクルパ
ターンの繰り返し可能な撮像に重要である。
【０１４６】
　ウェーハを適切に位置決めするために、ウェーハは、専用センサにより測定することが
できるウェーハ上の位置合わせマークを含む。位置合わせマークの実測位置により、ツー
ル内の、かつ、投影レンズに対するウェーハの場所が画定される。この情報により、ウェ
ーハ表面の所望のパターン化の仕様と共に、空間的にパターン化された放射に対するウェ
ーハの位置合わせが案内される。このような情報に基づいて、フォトレジスト被覆ウェー
ハを支える並進可能なステージは、放射がウェーハの正しい場所を露光するようにウェー
ハを移動させる。
【０１４７】
　露光中、放射源は、パターン化されたレチクルを照射し、これにより、空間的にパター
ン化された放射を生成するために放射が散乱される。レチクルは、マスクともいい、これ
らの用語は、同義的に以下で使用される。還元リソグラフィの場合、投影レンズは、散乱
放射を回収して、レチクルパターンの縮小画像を形成する。放射は、放射パターンをレジ
スト内の潜像に変換する各種光化学プロセスをレジスト内で開始する。
【０１４８】
　一般に、露光システムともいうリソグラフィシステムは、一般的に、照射システム及び
ウェーハ位置決めシステムを含む。照射システムは、紫外線、可視光、Ｘ線、電子、イオ
ン放射などの放射を供給する放射源、及び、パターンを放射に与えることにより、空間的
にパターン化された放射を生成するレチクル又はマスクを含む。更に、照射システムは、
空間的にパターン化された放射をウェーハ上に撮像する投影レンズを含む。撮像放射は、
ウェーハ上に被覆されたレジストを露光する。照射システムは、また、マスクを支持する
マスクステージ、及び、マスクを介して方向づけられた放射に対するマスクステージの位
置を調整する位置決めシステムを含む。ウェーハ位置決めシステムは、ウェーハを支持す
るウェーハステージ、及び、撮像放射に対するウェーハステージの位置を調整する位置決
めシステムを含む。集積回路の製造は、複数の露光ステップを含むことができる。リソグ
ラフィに関する一般的な参考文献として、例えば、Ｊ．Ｒ．Ｓｈｅａｔｓ、Ｂ．Ｗ．Ｓｍ
ｉｔｈ共著、マイクロリソグラフィ：科学技術、（Ｍａｒｃｅｌ　Ｄｅｋｋｅｒ社、ニュ
ーヨーク、１９９８年）を参照されたく、この内容は、参照により本明細書に組み込まれ
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る。
【０１４９】
　先に論じたように、センサシステムは、投影レンズの構成部品の位置をモニタするため
に使用される。センサは各種構成部品と共に投影レンズ内に取り付けられているが、ＳＤ
ユニットは、ツール内又はツールから遠いところにあるどこかの場所に位置することがで
きる。
【０１５０】
　リソグラフィツール１１００の別の例を図２４に示す。干渉分光システム１１２６は、
露光システム内でのウェーハの位置（図示せず）を正確に測定するために使用される。こ
こで、ステージ１１２２は、露光ステーションに対してウェーハを位置決めかつ支持する
ために使用される。スキャナ１１００は、他の支持構造体及びそれらの構造体上に担持さ
れた様々な構成部品を担持するフレーム１１０２を含む。露光基部１１０４は、投影レン
ズハウジング１１０６がその上に取り付けられており、その上に、レチクル又はマスクス
テージ１１１６が取り付けられており、レチクル又はマスクステージ１１１６は、レチク
ル又はマスクを支持するために使用される。ＳＤユニット１１０９は、１つ又はそれ以上
の光ファイバを介してハウジング１１０６内に取り付けられたセンサに接続されている。
露光ステーションに対してマスクを位置決めする位置決めシステムは、素子１１１７によ
り概略的に示されている。位置決めシステム１１１７は、例えば、圧電変換器素子及び対
応する制御電子品を含むことができる。説明するこの実施形態においては含まれていない
が、上述した干渉分光システムの１つ又はそれ以上は、マスクステージ、ならびに、他の
移動可能な素子の位置を正確に測定するために使用することもでき、それらの位置は、リ
ソグラフィ構造体を製造する工程において正確にモニタされなければならない（先のＳｈ
ｅａｔｓ、Ｓｍｉｔｈ共著、マイクロリソグラフィ：科学技術を参照されたい）。
【０１５１】
　露光基部１１０４の下には、ウェーハステージ１１２２を担持する支持基部１１１３が
懸架されている。ステージ１１２２は、干渉分光システム１１２６によりステージに方向
づけられた測定ビーム１１３４を反射する平面鏡１１２８を含む。干渉分光システム１１
２６に対してステージ１１２２を位置決めする位置決めシステムは、素子１１１９により
概略的に示されている。位置決めシステム１１１９は、例えば、圧電変換器素子及び対応
する制御電子品を含むことができる。測定ビームは、露光基部１１０４上に取り付けられ
ている干渉分光システムに反射する。干渉分光システムは、先述した実施形態のいずれか
とすることができる。
【０１５２】
　動作中、放射ビーム１１１０、例えば、ＵＶレーザ（図示せず）からの紫外線（ＵＶ）
ビームは、ビーム成形光学品部品１１１２を通過して、鏡１１１４から反射した後に下方
に進む。その後、放射ビームは、マスクステージ１１１６により担持されたマスク（図示
せず）を通過する。マスク（図示せず）は、レンズハウジング１１０６内に担持されたレ
ンズ部品１１０８を介してウェーハステージ１１２２上のウェーハ（図示せず）上に撮像
される。基部１１０４及び基部により支持された様々な構成部品は、ばね１１２０により
示される減衰システムにより環境的変動から隔離されている。
【０１５３】
　当技術分野で周知であるように、リソグラフィは、半導体デバイスを製造する製造法の
極めて重要な部分である。例えば、米国特許第５，４８３，３４３号明細書では、このよ
うな製造方法の種々のステップを概説している。これらのステップを、図２５Ａ及び図２
５Ｂを参照して以下で説明する。図２５Ａは、半導体チップ（例えば、ＩＣ又はＬＳＩ）
、液晶パネル又はＣＣＤなどの半導体デバイスを製造するシーケンスの流れ図である。ス
テップ１１５１は、半導体デバイスの回路を設計する設計工程である。ステップ１１５２
は、回路パターンデザインに基づいてマスクを製造する工程である。ステップ１１５３は
、シリコンなどの材料を使用してウェーハを製造する工程である。
【０１５４】
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　ステップ１１５４は、そのように作製されたマスク及びウェーハを使用してリソグラフ
ィを介してウェーハ上に回路が形成される、前工程というウェーハ工程である。十分な空
間分解能でマスク上のパターンに対応する回路をウェーハ上に形成するために、ウェーハ
に対するリソグラフィツールの干渉分光法による位置決めが必要である。本明細書で説明
する各種干渉分光法及びシステムは、ウェーハ工程において使用されるリソグラフィの効
果を向上させるために特に有用なものとすることができる。
【０１５５】
　ステップ１１５５は、組み付けステップであり、このステップは、後工程といい、ステ
ップ１１５４により処理されたウェーハが半導体チップに形成される。このステップは、
組み付け（ダイシング及びボンディング）及びパッケージング（チップ封止）を含む。ス
テップ１１５６は、ステップ１１５５により製造された半導体デバイスの動作性チェック
、耐久性チェックなどが行われる検査ステップである。これらの工程で、半導体デバイス
は、仕上げられて出荷される（ステップ１１５７）。
【０１５６】
　図２５Ｂは、ウェーハ工程の詳細を示す流れ図である。ステップ１１６１は、ウェーハ
表面を酸化させる酸化工程である。ステップ１１６２は、ウェーハ表面上で絶縁膜を形成
するＣＶＤ工程である。ステップ１１６３は、蒸着によりウェーハ上に電極を形成する電
極形成工程である。ステップ１１６４は、イオンをウェーハに移植するイオン移植工程で
ある。ステップ１１６５は、レジスト（感光材料）をウェーハに塗布するレジスト工程で
ある。ステップ１１６６は、上述した露光装置を介して、露光（即ち、リソグラフィ）に
より、ウェーハ上にマスクの回路パターンを焼き付ける露光工程である。改めて言えば、
上述したように、本明細書で説明する各種干渉分光システム及び方法により、このような
リソグラフィステップの精度及び分解能が向上する。
【０１５７】
　ステップ１１６７は、露光ウェーハを現像する現像工程である。ステップ１１６８は、
現像済みレジスト画像以外の部分を除去するエッチング工程である。ステップ１１６９は
、エッチング工程を受けた後でウェーハ上に残っているレジスト材料を分離するレジスト
分離工程である。これらの工程を繰り返すことにより、回路パターンが形成されてウェー
ハ上に重畳される。
【０１５８】
　光学撮像システムにおいてセンサシステムを使用する別の例は、発生する可能性がある
欠陥を撮像することを補償するために適合光学品を利用するシステムにおけるものである
。例えば、図２６を参照すると、一部の実施形態においては、センサシステム２６０１は
、望遠鏡２６００内の幾つかの鏡２６１２の位置をモニタするために使用される。鏡２６
１２は、放射２６５０を第２の集光光学品２６１４に集光する大きな集光素子を実現する
ように基部２６１０上に取り付けられ、かつ、配設されている。第２の集光光学品２６１
４は、放射を検出器／制御装置システム２６２０上に集光し、検出器／制御装置システム
２６２０は、撮像された放射に関する情報を記録する。望遠鏡２６００は、また、ＳＤユ
ニット２６０１と、ファイバネットワーク２６０２と、基部２６１０及び鏡２６１２上に
取り付けられているセンサとを有するセンサシステムを含む。動作中、センサは、ＳＤユ
ニット２６０１が検出器／制御装置システム２６２０に伝達する鏡の１つ又はそれ以上の
自由度をモニタする。ＳＤユニットからの情報に基づいて、検出器／制御装置システムは
、例えば、放射２６５０の経路内で発生する可能性がある大気変動のために、システム内
の撮像収差を低減するために埋設アクチュエータを使用して、鏡の１つ又はそれ以上を位
置決めし直す。
【０１５９】
　更に一般的には、センサシステムは、ＰＯ部品内の構成部品をモニタすること以外の用
途に使用することができる。一般に、本明細書で論じているセンサシステムは、様々なシ
ステムにおいて、特に、多数の測定チャンネルが所望される場合に、別の物体に対する１
つの物体の位置をモニタするために使用することができる。
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【０１６０】
　図２７を参照すると、センサシステムは、システム２７００において第２の物体２７１
０に対する第１の物体２７２０の複数の自由度をモニタする。センサシステムは、ＳＤユ
ニット２７０１と、センサ２７０５と、ＳＤユニット２７０１をセンサ２７０５に接続す
るファイバネットワークとを含む。
【０１６１】
　図２７の概略図は、別の物体に対する単一の物体の自由度をモニタするように構成され
たセンサシステムを示すが、種々の実施形態は、２つ以上の物体の自由度をモニタするよ
うに構成することができる。
【０１６２】
　システム２７００は、上述した種々の実施形態などの光学システム、又は、システムの
構成部品が互いに対して移動可能であるとともに、構成部品間の相対的動きがシステムの
性能に影響を与える他のタイプのシステムとすることができる。システムの例としては、
製造システムにおいて他の部品に対するか、又は、１つ又はそれ以上のツールに対する部
品の正確な位置を要求する製造システムがある。
【０１６３】
　本発明の幾つかの実施形態を説明した。それでも、本発明の精神及び範囲から逸脱する
ことなく、様々な改変を行うことができることが理解されるであろう。したがって、他の
実施形態も、以下の特許請求の範囲内である。
【図面の簡単な説明】
【０１６４】
【図１】投影レンズ部品内の構成部品の位置をモニタするセンサシステムの概略図である
。
【図２】投影レンズ部品内で取り付けられたセンサの概略図である。
【図３】センサの実施形態の概略図である。
【図４Ａ】センサの実施形態の概略図である。
【図４Ｂ】センサの実施形態の概略図である。
【図４Ｃ】センサの実施形態の概略図である。
【図４Ｄ】センサの実施形態の概略図である。
【図４Ｅ】センサの実施形態の概略図である。
【図５】センサの実施形態の概略図である。
【図６】センサの実施形態の概略図である。
【図７】センサの実施形態の概略図である。
【図８】センサの実施形態の概略図である。
【図９】センサの実施形態の概略図である。
【図１０】センサの実施形態の概略図である。
【図１１】センサの実施形態の概略図である。
【図１２】センサの実施形態の概略図である。
【図１３】センサの実施形態の平面図である。
【図１４Ａ】センサシステムの概略図である。
【図１４Ｂ】センサシステムの概略図である。
【図１４Ｃ】光ファイバ分散ネットワークの概略図である。
【図１５】結合空洞共振器システムの概略図である。
【図１６】センサシステムの概略図である。
【図１７Ａ】センサシステムの概略図である。
【図１７Ｂ】ソースモジュールの概略図である。
【図１８】センサシステムの概略図である。
【図１９】ソースモジュールの概略図である。
【図２０Ａ】変調モジュールの概略図である。
【図２０Ｂ】変調モジュールの概略図である。
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【図２１】センサシステムの概略図である。
【図２２Ａ】センサシステムの概略図である。
【図２２Ｂ】電子構成部品を含む、図２２Ａに示すセンサシステムの概略図である。
【図２２Ｃ】図２２Ｂに示す電子構成部品の回路図である。
【図２３】波長モニタの概略図である。
【図２４】フォトリソグラフィツールの概略図である。
【図２５Ａ】集積回路を製造するステップを説明する流れ図である。
【図２５Ｂ】集積回路を製造するステップを説明する流れ図である。
【図２６】適応光学品及びセンサシステムを含む望遠鏡の概略図である。
【図２７】センサシステムを含む装置の概略図である。
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【図３】



(34) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図４Ｃ】

【図４Ｄ】 【図４Ｅ】



(35) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】



(36) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図１２】 【図１３】

【図１４Ａ】 【図１４Ｂ】



(37) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図１４Ｃ】 【図１５】

【図１６】 【図１７Ａ】



(38) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図１７Ｂ】 【図１８】

【図１９】 【図２０Ａ】

【図２０Ｂ】



(39) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図２１】 【図２２Ａ】

【図２２Ｂ】 【図２２Ｃ】



(40) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図２３】

【図２４】

【図２５Ａ】

【図２５Ｂ】 【図２６】



(41) JP 5558005 B2 2014.7.23

【図２７】



(42) JP 5558005 B2 2014.7.23

10

20

30

フロントページの続き

(31)優先権主張番号  60/841,442
(32)優先日　　　　  平成18年8月31日(2006.8.31)
(33)優先権主張国　  米国(US)

(72)発明者  デ　グロート、ピーター
            アメリカ合衆国　０６４５７　コネチカット州　ミドルタウン　ローレル　グローブ　ロード　３
            ５５
(72)発明者  デック、レスリー　エル．
            アメリカ合衆国　０６４５７　コネチカット州　ミドルタウン　バレー　ドライブ　４８
(72)発明者  ザノニ、カール
            アメリカ合衆国　０６４５５　コネチカット州　ミドルフィールド　ロング　ヒル　ロード　９９

    審査官  有家　秀郎

(56)参考文献  特開平０３－０６７１０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０２－０３１１１３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－０６２１９３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１３３２１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０７－１７４５１１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－３２３８１０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００４－５３０８８８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０５－０１０７４８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０９－３１８３１１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－２６５４５３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１１－０６３９１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００５－５２４８３４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６０－２３３５０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－３３８０７６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００２－５０３１３４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－３４７５７５（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０１Ｂ　　　９／００－１１／３０　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

